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条例  
 

 

 甲府市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第１９号 

   甲府市市税条例の一部を改正する条例 

 甲府市市税条例（昭和２５年８月条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

 第２７条の６第２項中「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は

第４項」に改める。 

  第２９条の２第１項ただし書中「及び第２９条の５第１項」を「並びに第２９条

の５第１項及び第２項第４号」に改める。 

  第２９条の４第１項第２号中「除き、」を「除く。次条第１項第２号において同

じ。）（」に改め、「。次条第１項において同じ」を削り、同条第５項中「次条第

４項」を「次条第５項」に改める。 

  第２９条の５第１項を次のように改める。 

  次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）は、公的

年金等支払者（所得税法第２０３条の６第１項に規定する申告書の提出の際に経

由すべき同項に規定する公的年金等（以下この項において「公的年金等」とい  

う。）の支払者をいう。以下この条において同じ。）から毎年最初に公的年金等

の支払を受ける日の前日までに、法施行規則で定めるところにより、次項各号に

掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、市長に提出

しなければならない。 

⑴ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を提出し

なければならない者 
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 ⑵ 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受 

けるものを除く。）の支払を受ける第１９条第１項第１号に掲げる者であっ  

て、特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下である

ものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（合計所得金額が９５万円以下

であるものに限る。）をいう。次号及び次項第３号において同じ。）（退職手

当等（第３４条に規定する退職手当等に限る。以下この号において同じ。）に

係る所得を有する者に限る。）又は扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除対

象扶養親族であって退職手当等に係る所得を有する者に限る。）若しくは特定

親族（退職手当等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が８５万円以

下であるものに限る。）を有する者 

⑶ 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受

けるものに限る。）の支払を受ける第１９条第１項第１号に掲げる者（当該年

中に支払を受けるべき当該公的年金等の額がその年最初に当該公的年金等の支

払を受けるべき日の前日の現況において令第４８条の９の７の３に定める金額

に満たない者を除く。）であって、障害者、寡婦若しくはひとり親に該当する

者又は特定配偶者若しくは扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除対象扶養親

族に限る。）若しくは特定親族（合計所得金額が８５万円以下であるものに限

る。）を有する者 

  第２９条の５第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項とし、

同条第４項中「第４８条の９の７の３」を「第４８条の９の８」に改め、同項を同

条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項」

に、「法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書」を「同条第１項の規定に

よる申告書」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加え  

る。 

２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。 

  ⑴ 公的年金等支払者の名称 

⑵ 公的年金等受給者が、法第３１４条の２第１項第６号に規定する特別障害者

又はその他の障害者に該当する場合にはその旨及びその該当する事実並びに寡

婦又はひとり親に該当する場合にはその旨 

 ⑶ 特定配偶者の氏名 
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  ⑷ 扶養親族又は特定親族の氏名 

  ⑸ その他法施行規則で定める事項 

第４５条中「が土地」の次に「又は家屋」を加え、「、家屋にあっては２０万  

円」を削り、「１５０万円」を「１８０万円」に改める。 

 附則第５条の２第３項から第６項までの規定中「３分の２」を「２分の１」に改

め、同条第７項中「附則第１５条第２４項第２号」を「附則第１５条第２４項第３

号イ⑵」に、「７分の６」を「３分の２」に改め、同条第８項中「附則第１５条第

２４項第３号イ」を「附則第１５条第２４項第３号イ⑶」に、「４分の３」を「３

分の２」に改め、同条第９項中「４分の３」を「３分の２」に改め、同条に次の１

項を加える。 

１４ 法附則第１５条の１１第１項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分 

の１とする。 

  附則第５条の３第１５項中「改修実演芸術公演施設」を「改修特別特定建築物」

に、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則（平成１８

年国土交通省令第１１０号）第１０条第２項に規定する通知書の写し及び主として

劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（平成２４年法律第４９号）第２条第２項に

規定する実演芸術の公演の用に供する施設である」を「法施行規則附則第７条の２

第１項に規定する補助に係る補助金確定通知書の写し及び高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号）第１４条第１項に規定

する建築物移動等円滑化基準又は同法第１７条第３項第１号に規定する同法第２条

第２０号に規定する建築物特定施設の構造及び配置に関する基準に適合する」に改

め、同項第３号を次のように改める。 

⑶ 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成

１８年政令第３７９号）第５条各号に掲げる特別特定建築物のいずれに該当す

るかの別 

 附則第１２条の３（見出しを含む。）中「改修実演芸術公演施設」を「改修特別

特定建築物」に改める。 

附則第１７条中「から令和９年度まで」を「以後」に改める。 

附則第１９条の３第１項中「令和２０年度」を「令和２５年度」に、「令和７  

年」を「令和１２年」に改める。 
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 附則第１９条の４中「又は附則第２６条の４第１項」を「、附則第２６条の３の

３第１項又は附則第２６条の４第１項」に、「附則第５条の６第２項」を「附則第

５条の６第３項又は第４項」に改める。 

附則第１９条の６中「附則第７条の２第４項」の次に「（法附則第７条の３第３

項又は第４項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。 

附則第２６条第２項中「附則第３４条の２第５項」を「附則第３４条の２第６  

項」に、「附則第３４条の２第１０項」を「附則第３４条の２第１２項」に改め、

同条に次の１項を加える。 

４ 第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合において、所得割の納

税義務者が、租税特別措置法第３１条の２第２項第１３号から第１５号までに掲

げる土地等の譲渡に該当するものをしたときにおけるその譲渡をした土地等がそ

の譲渡をした時において地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第

１項の地すべり防止区域、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和

４４年法律第５７号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域

等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）第

９条第１項の土砂災害特別警戒区域又は特定都市河川浸水被害対策法（平成１５

年法律第７７号）第５６条第１項の浸水被害防止区域内にあるときは、当該土地

等の譲渡は、第１項又は第２項に規定する優良住宅地等のための譲渡又は確定優

良住宅地等予定地のための譲渡に該当しないものとみなす。 

附則第２６条の３の２の次に次の１条を加える。 

（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第２６条の３の３ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第  

３８条の２第１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合には、

当該事業所得、譲渡所得及び雑所得については、第２６条の２第１項及び第２項

並びに第２７条の３の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の当該事業

所得の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額として令附則第１８条の６の４で

定めるところにより計算した金額（以下この項において「特定暗号資産に係る譲

渡所得等の金額」という。）に対し、特定暗号資産に係る課税譲渡所得等の金額

（特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額（次項第１号の規定により読み替えて適 

用される第２７条の２の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）をい  
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う。）の１００分の３に相当する金額に相当する市民税の所得割を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

⑴ 第２７条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、

「総所得金額、附則第２６条の３の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲

渡所得等の金額」とする。 

 ⑵ 第２７条の５から第２７条の７まで、第２７条の８第１項、附則第１９条第

１項及び附則第１９条の３第１項の規定の適用については、第２７条の５中  

「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第２６条の３の３第１項の規

定による市民税の所得割の額」と、第２７条の６第１項前段、第２７条の７、

第２７条の８第１項、附則第１９条第１項及び附則第１９条の３第１項中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第２６条の３の３第１項の規定

による市民税の所得割の額」と、第２７条の６第１項後段中「所得割の額」と

あるのは「所得割の額及び附則第２６条の３の３第１項の規定による市民税の

所得割の額の合計額」とする。 

 ⑶ 第２８条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるのは

「若しくは山林所得金額又は附則第２６条の３の３第１項に規定する特定暗号

資産に係る譲渡所得等の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、

山林所得金額若しくは附則第２６条の３の３第１項に規定する特定暗号資産に

係る譲渡所得等の金額」とする。 

⑷ 附則第１６条の２の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに附則第２６条の３の３第１項に規定する特定

暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるの

は「所得割の額並びに附則第２６条の３の３第１項の規定による市民税の所得

割の額」とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 第２９条の２第１項ただし書、第２９条の４及び第２９条の５の改正規定並

びに附則第１７条の改正規定及び附則第１９条の３第１項の改正規定並びに次

- 7 -



 

条第１項及び第２項の規定 令和９年１月１日 

⑵ 第４５条の改正規定及び附則第３条第１項の規定 令和９年４月１日 

⑶ 第２７条の６第２項の改正規定並びに附則第１９条の４の改正規定（「附則 

第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に改める部分に限 

る。）、附則第１９条の６の改正規定及び附則第２６条の改正規定並びに次条 

第４項の規定 令和１０年１月１日 

⑷ 附則第１９条の４の改正規定（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第

２６条の３の２の次に１条を加える改正規定並びに次条第３項及び第５項の規

定 金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（令和８

年法律第  号）の施行の日の属する年の翌々年の１月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の甲府市市税条例（以下「新条例」という。）第  

２９条の５第１項及び第２項の規定は、前条第１号に掲げる規定の施行の日以後

に支払を受けるべき公的年金等について提出する新条例第２９条の５第１項の規

定による申告書について適用し、同日前に支払を受けるべき公的年金等について

提出したこの条例による改正前の甲府市市税条例第２９条の５第１項の規定によ

る申告書については、なお従前の例による。 

２ 前条第１号に掲げる規定による改正後の甲府市市税条例附則第１９条の３第１

項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が令和８年１月１日以後に所得税法等

の一部を改正する法律（令和８年法律第１２号。以下この項において「所得税法

等改正法」という。）第７条の規定による改正後の租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第１６項の規定によ

り同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第１６項に規定する特例居

住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第１７項の規定により同条第１項に

規定する既存住宅とみなされる同条第１７項に規定する特例既存住宅及び同条第

３５項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項に

規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（同条第１７項

の規定により同条第１項に規定する増改築等をした家屋とみなされる同条第１７

項に規定する特例増改築等をした家屋を含み、当該増改築等又は当該特例増改築

等に係る部分に限る。）又は同条第６項に規定する認定住宅等（同条第１８項の
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規定により同条第６項に規定する認定住宅等とみなされる同条第１８項に規定す

る特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住の

用に供する場合について適用し、市民税の所得割の納税義務者が同日前に所得税

法等改正法第７条の規定による改正前の租税特別措置法第４１条第１項に規定す

る居住用家屋（同条第２０項の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみ 

なされる同条第２０項に規定する特例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅

（同条第３５項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第

３５項に規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（当該

増改築等に係る部分に限る。）又は同条第１０項に規定する認定住宅等（同条第

２１項の規定により同条第１０項に規定する認定住宅等とみなされる同条第２１

項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定めるところによりその

者の居住の用に供した場合については、なお従前の例による。 

３ 前条第４号に掲げる規定による改正後の甲府市市税条例附則第１９条の４の規

定は、同号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び第５項において「４号施行

日」という。）の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の市民税について適用

し、４号施行日の属する年度分までの個人の市民税については、なお従前の例に

よる。 

４ 新条例附則第２６条第４項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が前条第３

号に掲げる規定の施行の日以後に行う新条例附則第２６条第１項の土地等の譲渡

について適用する。 

５ 新条例附則第２６条の３の３の規定は、４号施行日の属する年度の翌年度以後

の年度分の個人の市民税について適用する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例第４５条の規定は、令和９年度以後の年度分の固定資産税について

適用し、令和８年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和６年４月１日から令和８年３月３１日までの間に新たに取得された地方税

法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）第１条の規定による改正前の

地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「旧法」という。）附則第１５条第

２５項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 
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３ 平成３０年４月１日から令和８年３月３１日までの間に旧法附則第１５条の

１１第１項に規定する利便性等向上改修工事が行われた同項に規定する改修実演

芸術公演施設に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第４条 平成３０年４月１日から令和８年３月３１日までの間に旧法附則第１５条

の１１第１項に規定する利便性等向上改修工事が行われた同項に規定する改修実

演芸術公演施設に対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 
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甲府市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改

正する条例をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２０号 

甲府市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部

を改正する条例 

（甲府市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正） 

第１条 甲府市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年９月条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

第２９条第３項中「准看護師」の次に「（以下「看護師等」という。）」を加

え、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ａ

型に勤務する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員（学校教育

法（昭和２２年法律第２６号）の規定による大学（短期大学を除く。）若しく

は大学院において、心理学を専修する学科、研究科若しくはこれに相当する課

程を修めて卒業した者であって、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又

はこれと同等以上の能力を有すると認められる者をいう。）又は障害児の療育

に関する知識及び経験を有する者であって、障害児の療育の指導を行う業務に

５年以上従事した経験を有するもののいずれかに該当し、かつ、子育てに関す

る知識及び経験を有する者（以下「特定理学療法士等」という。）を、１人に

限り、保育士とみなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を

行うに当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（附則第７条又は第８

条の規定により保育士とみなされる者を除く。次項において同じ。）による支

援を受けることができる体制を確保しなければならない。 
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５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う

場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事業所Ａ型

の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援

を受けることができる体制を確保しなければならない。 

第３１条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改め、同

条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ

型に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができ

る。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規模保

育事業所Ｂ型の保育士による支援を受けることができる体制を確保しなければ

ならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う

場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保育事業所Ｂ型

の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援

を受けることができる体制を確保しなければならない。 

第４４条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改め、同

条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業所内保

育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことが

できる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該保育

所型事業所内保育事業所の保育士（附則第７条又は第８条の規定により保育士

とみなされる者を除く。次項において同じ。）による支援を受けることができ

る体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う

場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所型事業所内保育

事業所の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）によ

る支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

第４７条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改め、同

条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業所内保
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育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことが

できる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該小規

模型事業所内保育事業所の保育士による支援を受けることができる体制を確保

しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う

場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模型事業所内保育

事業所の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）によ

る支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

附則第９条中「法第１８条の１８第１項の登録を受けた者をいい、」を削り、

「第２９条第３項」及び「第４４条第３項」の次に「若しくは第４項」を加え、

「保育士の数（」を削り、「ないと」を「ないものと」に、「ものをいう。）」

を「保育士の数」に改める。 

 （甲府市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条 甲府市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成３０

年１２月条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

  第３７条に次の１項を加える。 

３ 前項の保育士の数の算定に当たっては、当該保育所に勤務する理学療法士、

作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員（学校教育法の規定による大学（短期

大学を除く。）若しくは大学院において、心理学を専修する学科、研究科若し

くはこれに相当する課程を修めて卒業した者であって、個人及び集団心理療法

の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者をい

う。）又は障害児の療育に関する知識及び経験を有する者であって、障害児の

療育の指導を行う業務に５年以上従事した経験を有するもののいずれかに該当

し、かつ、子育てに関する知識及び経験を有する者（以下「特定理学療法士

等」という。）を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当該

特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、当該保育所の保育士（附則第６

項、附則第７項又は児童福祉施設最低基準の一部を改正する省令（平成１０年

厚生省令第５１号）附則第２項の規定により保育士とみなされる者を除く。）

による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

 附則第４項中「限って」を「限り」に改め、同項ただし書中「保育士」の次に
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「（同条第３項、附則第６項又は第７項の規定により保育士とみなされる者及び

同条第３項ただし書の規定による支援を行う者を除く。）」を加える。 

  附則第８項中「法第１８条の１８第１項の登録を受けた者をいい、」を「第 

３７条第３項、前２項又は」に改め、「（平成１０年厚生省令第５１号）」、

「又は前２項」及び「保育士の数（」を削り、「とした場合において」を「もの

とした場合の」に、「ものをいう。）」を「保育士の数」に改める。 

 附則に次の１項を加える。 

９ 第３７条第３項及び児童福祉施設最低基準の一部を改正する省令附則第２項

の規定により特定理学療法士等及び同項に規定する看護師等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所の保育士

（同条第３項ただし書の規定による支援を行う保育士を除く。）による支援を

受けることができる体制を確保しなければならない。 

 （甲府市認定こども園の認定に係る要件を定める条例の一部改正） 

第３条 甲府市認定こども園の認定に係る要件を定める条例（平成３０年１２月条

例第５６号）の一部を次のように改正する。 

  第５条に次の１項を加える。 

６ 第２項、第３項及び前項により置かなければならない保育士の資格を有する

者については、１人に限って、当該認定こども園に勤務する理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、心理担当職員（学校教育法の規定による大学（短期大学

を除く。）若しくは大学院において、心理学を専修する学科、研究科若しくは

これに相当する課程を修めて卒業した者であって、個人及び集団心理療法の技

術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者をいう。）

又は障害児の療育に関する知識及び経験を有する者であって、障害児の療育の

指導を行う業務に５年以上従事した経験を有するもののいずれかに該当し、か

つ、子育てに関する知識及び経験を有する者（以下「特定理学療法士等」とい

う。）をもって代えることができる。ただし、当該特定理学療法士等は、補助

者として従事する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事してはならず、当

該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、保育士の資格を有する者によ

る支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

  附則第６項の表附則第３項の項の前に次のように加える。 
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第５条第６項  第５条第２項の規定により置かなけれ

ばならない保育士の資格を有する者 

特定理学療法士等 

  附則第６項の表に次のように加える。 

附則第６項  第５条第２項の規定により置かなけれ

ばならない保育士の資格を有する者 

看護師等 

附則中第６項を第７項とし、第５項の次に次の１項を加える。 

６ 第５条第２項の規定により置かなければならない保育士の資格を有する者に

ついては、当分の間、１人に限って、当該認定こども園に勤務する保健師、看

護師又は准看護師（以下「看護師等」という。）をもって代えることができ

る。ただし、満１歳未満の子どもの数が４人未満である認定こども園について

は、子育てに関する知識と経験を有する看護師等を配置し、かつ、当該看護師

等が保育を行うに当たって当該認定こども園の保育士の資格を有する者による

支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

附則に次の１項を加える。 

８ 第５条第６項及び附則第６項の規定により特定理学療法士等及び看護師等の

いずれもが保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって当該認

定こども園の保育士の資格を有する者（第５条第６項ただし書の規定による支

援を行う者を除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければ

ならない。 

 （甲府市幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正） 

第４条 甲府市幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成３０年１２月条例第５７号）の一部を次のように改正する。 

  第６条第３項の表備考に次の１号を加える。 

  ⑸ 第１号に定める者については、１人に限って、当該幼保連携型認定こども

園に勤務する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員（学校教

育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による大学（短期大学を除く。）若

しくは大学院において、心理学を専修する学科、研究科若しくはこれに相当

する課程を修めて卒業した者であって、個人及び集団心理療法の技術を有す

るもの又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者をいう。）又は障
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害児の療育に関する知識及び経験を有する者であって、障害児の療育の指導

を行う業務に５年以上従事した経験を有するもののいずれかに該当し、か

つ、子育てに関する知識及び経験を有する者（以下「特定理学療法士等」と

いう。）をもって代えることができる。ただし、当該特定理学療法士等は、

補助者として従事する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事してはなら

ず、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たっては、第１号に定める者に

よる支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

  附則第１２項中「当たって第６条第３項の表備考第１号」を「当たって同表備

考第１号」に改める。 

  附則第１４項中「前４項の規定により第６条第３項の表備考第１号に定める者

を」を「第６条第３項の表備考第５号及び前４項の規定により同表備考第１号に

定める者を特定理学療法士等、」に改め、「当該」の次に「特定理学療法士

等、」を加える。 

附則に次の１項を加える。 

１５ 第６条第３項の表備考第５号及び附則第１２項の規定により特定理学療法

士等及び看護師等のいずれもが保育を行う場合には、当該看護師等が保育を行

うに当たって同表備考第１号に定める者（同表備考第５号ただし書の規定によ

る支援を行う者を除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなけ

ればならない。 

 （甲府市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を

改正する条例の一部改正） 

第５条 甲府市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一

部を改正する条例（令和６年６月条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

  附則第２項を次のように改める。 

２ 令和１０年３月３１日までの間、第１条の規定による改正後の甲府市家庭的

保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（次項において「家庭的

保育事業等基準条例」という。）第２９条第２項、第３１条第２項、第４４条

第２項及び第４７条第２項並びに第２条の規定による改正後の甲府市児童福祉

施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（次項において「児童福祉施設

基準条例」という。）第３７条第２項の規定（満３歳以上満４歳に満たない児
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童に対し保育を提供する保育士及び保育従事者の数に関する部分に限る。）並

びに第３条の規定による改正後の甲府市認定こども園の認定に係る要件を定め

る条例（次項において「認定こども園認定要件条例」という。）第４条第２項

の規定（満３歳以上満４歳未満の子どもに対する教育及び保育に従事する者の

数に関する基準に限る。）並びに第４条の規定による改正後の甲府市幼保連携

型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例（次項において「幼

保連携型認定こども園基準条例」という。）第６条第３項の規定（満３歳以上

満４歳未満の園児の教育及び保育に直接従事する職員の数に関する基準に限

る。）は、適用しない。この場合において、第１条の規定による改正前の甲府

市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第２９条第２

項、第３１条第２項、第４４条第２項及び第４７条第２項並びに第２条の規定

による改正前の甲府市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

第３７条第２項の規定（満３歳以上満４歳に満たない児童に対し保育を提供す

る保育士及び保育従事者の数に関する部分に限る。）並びに第３条の規定によ

る改正前の甲府市認定こども園の認定に係る要件を定める条例第４条第２項の

規定（満３歳以上満４歳未満の子どもに対する教育及び保育に従事する者の数

に関する基準に限る。）並びに第４条の規定による改正前の甲府市幼保連携型

認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例第６条第３項の規定

（満３歳以上満４歳未満の園児の教育及び保育に直接従事する職員の数に関す

る基準に限る。）は、この条例の施行の日以後においても、なおその効力を有

する。 

  附則に次の１項を加える。 

３ 当分の間、家庭的保育事業等基準条例第２９条第２項、第３１条第２項、第

４４条第２項及び第４７条第２項並びに児童福祉施設基準条例第３７条第２項

の規定（満４歳以上の児童に対し保育を提供する保育士及び保育従事者の数に

関する部分に限る。）並びに認定こども園認定要件条例第４条第２項の規定

（満４歳以上の子どもに対する教育及び保育に従事する者の数に関する基準に

限る。）並びに幼保連携型認定こども園基準条例第６条第３項の規定（満４歳

以上の園児の教育及び保育に直接従事する職員の数に関する基準に限る。）

は、適用しない。この場合において、第１条の規定による改正前の甲府市家庭
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的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第２９条第２項、第

３１条第２項、第４４条第２項及び第４７条第２項並びに第２条の規定による

改正前の甲府市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第３７

条第２項の規定（満４歳以上の児童に対し保育を提供する保育士及び保育従事

者の数に関する部分に限る。）並びに第３条の規定による改正前の甲府市認定

こども園の認定に係る要件を定める条例第４条第２項の規定（満４歳以上の子

どもに対する教育及び保育に従事する者の数に関する基準に限る。）並びに第

４条の規定による改正前の甲府市幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関

する基準を定める条例第６条第３項の規定（満４歳以上の園児の教育及び保育

に直接従事する職員の数に関する基準に限る。）は、この条例の施行の日以後

においても、なおその効力を有する。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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 甲府市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改

正する条例をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２１号 

甲府市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部

を改正する条例 

（甲府市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正） 

第１条 甲府市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年９月条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

第１３条を次のように改める。 

  （児童対象性暴力等の防止） 

 第１３条 家庭的保育事業者等は、法第３４条の１６第４項において準用する法

第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等

及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関

する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等

をいう。以下この条において同じ。）を防止し、及び児童対象性暴力等が行わ

れた場合に利用乳幼児を適切に保護するため、児童等対象業務従事者（利用乳

幼児と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環境

の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４

条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 （甲府市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条 甲府市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成３０

年１２月条例第５５号）の一部を次のように改正する。 
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  第１４条の次に次の１条を加える。 

  （児童対象性暴力等の防止） 

 第１４条の２ 児童福祉施設（助産施設を除く。）の設置者は、法第４５条第７

項において準用する法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性

暴力等（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防

止等のための措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規定

する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、及び児

童対象性暴力等が行われた場合に児童を適切に保護するため、児童等対象業務

従事者（児童と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性の

ある環境の下で当該児童に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第

４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなけ

ればならない。 

 （甲府市認定こども園の認定に係る要件を定める条例の一部改正） 

第３条 甲府市認定こども園の認定に係る要件を定める条例（平成３０年１２月条

例第５６号）の一部を次のように改正する。 

  第１０条に次の１項を加える。 

９ 認定こども園の設置者は、法第６条の規定に基づき、児童対象性暴力等（学

校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のため

の措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規定する児童対

象性暴力等をいう。以下この項において同じ。）を防止し、及び児童対象性暴

力等が行われた場合に子どもを適切に保護するため、児童等対象業務従事者

（子どもと接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のある

環境の下で当該子どもに接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４

条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 （甲府市幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正） 

第４条 甲府市幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成３０年１２月条例第５７号）の一部を次のように改正する。 

  第３条の２の次に次の１条を加える。 
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  （児童対象性暴力等の防止） 

 第３条の３ 幼保連携型認定こども園の設置者は、法第１３条第６項において準

用する法第６条の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教

育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律

（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。

以下この条において同じ。）を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合

に園児を適切に保護するため、児童等対象業務従事者（園児と接する業務に従

事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該園児に接す

るものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実

確認をいう。）その他の必要な措置を講じなければならない。 

 （甲府市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部改正） 

第５条 甲府市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（令和元年６月条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第４８条を次のように改める。 

  （児童対象性暴力等の防止） 

 第４８条 指定児童発達支援事業者は、法第２１条の５の１８第４項の規定に基

づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童

対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第

２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）

を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に障害児を適切に保護するた

め、児童等対象業務従事者（障害児と接する業務に従事する者のうち、支配

性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該障害児に接するものをいう。）に

係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その

他の必要な措置を講じなければならない。 

  第６４条中「第３５条」の次に「、第４８条」を加える。 

  第８５条、第８６条、第９８条及び第１０３条中「第４７条まで、第４９条か

ら」を削る。 

 （甲府市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正） 
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第６条 甲府市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令

和７年３月条例第５号）の一部を次のように改正する。 

  第１３条の次に次の１条を加える。 

  （児童対象性暴力等の防止） 

 第１３条の２ 乳児等通園支援事業者は、法第３４条の１６第４項において準用

する法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設

置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措

置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規定する児童対象性

暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、及び児童対象性暴力等

が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護するため、児童等対象業務従事者

（利用乳幼児と接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性の

ある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認

（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を

講じなければならない。 

附 則 

 この条例は、令和８年１２月２５日から施行する。 
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 甲府市上九の湯ふれあいセンター条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２２号 

   甲府市上九の湯ふれあいセンター条例の一部を改正する条例 

 甲府市上九の湯ふれあいセンター条例（平成１７年１２月条例第５８号）の一部

を次のように改正する。 

 第１１条第１項中「別表に定める」を削り、同条第３項を同条第４項とし、同条

第２項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において、市長の承認を受け

て指定管理者が定める。 

別表中「利用料金」を「金額」に、「の料金」を「の額」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和９年４月１日から施行する。 
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 甲府市介護保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２３号 

   甲府市介護保険条例の一部を改正する条例 

 甲府市介護保険条例（平成１２年３月条例第５号）の一部を次のように改正す

る。 

 附則に次の３項を加える。 

 （令和８年度分の保険料の減免の特例） 

２４ 市長は、第１号被保険者又はその属する世帯の世帯主及び全ての世帯員のう

ちに令和７年度及び令和８年度の各年度分の地方税法の規定による市町村民税が

課されていない者で令附則第２５条及び前２項の規定により令和８年度分の同法

の規定による市町村民税が課されているものとみなされることとなるもの（以下

「みなし課税者」という。）がいる場合であって、そのみなされることにより当

該第１号被保険者の令和８年度分の保険料に係る保険料段階（第６条第１項各号

に掲げる区分をいう。以下同じ。）が、当該みなし課税者に令附則第２５条及び

前２項の規定の適用がないものとした場合に決定されるべき当該第１号被保険者

の令和８年度分の保険料に係る保険料段階（次項において「令附則第２５条等非

適用保険料段階」という。）よりも保険料率の高い保険料段階に決定されるとき

は、当該第１号被保険者の令和８年度分の保険料を減免する。 

２５ 前項の規定による減免後の令和８年度分の保険料の額は、令附則第２５条等

非適用保険料段階の保険料率により算定した保険料の額とする。 

２６ 附則第２４項の規定による保険料の減免については、保険料の納付義務者の

申請を要しない。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の甲府市介護保険条例
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の規定は、令和８年４月１日から適用する。 
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 甲府市総合市民会館条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２４号 

   甲府市総合市民会館条例の一部を改正する条例 

 甲府市総合市民会館条例（平成２年７月条例第３３号）の一部を次のように改正

する。 

 第９条第１項中「別表第１及び別表第２に定める額の」を削り、同条第４項を同

条第５項とし、同条第３項中「前２項」を「第１項及び前項」に改め、同項を同条

第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項」に、「額の」を「額の範囲内にお

いて、教育委員会の承認を受けて指定管理者が定める額の」に改め、同項を同条第

３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の利用料金の額は、別表第１及び別表第２に定める額の範囲内において、

教育委員会の承認を受けて指定管理者が定める。 

別表第１の１の表中「一般利用料金」を「を一般利用する場合」に、「利用料金

は」を「金額は」に改め、同表備考１中「利用料金は」を「金額は」に、「利用料

金の額」を「金額」に改め、同表備考２中「利用料金の額」を「金額」に改め、同

表備考３中「利用料金は」を「金額は」に、「利用料金の額」を「金額」に改め、

同表備考４及び備考７中「利用料金」を「金額」に改め、同表備考８中「利用料金

の額」を「金額」に改める。 

別表第１の２の表中「特別利用料金」を「を特別利用する場合」に、「利用料金

は」を「金額は」に改める。 

別表第１の３の表中「格技場等利用料金」を「格技場等を利用する場合」に、

「利用料金は」を「金額は」に改める。 

別表第２中「駐車場利用料金」を「駐車場を利用する場合」に、 

 「  「  
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利用料金  金額 

 

改める。 

   附 則 

 この条例は、令和９年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を  に  
」  」  
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 甲府市地方活力向上地域における固定資産税の課税の特例に関する条例の一部を

改正する条例をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２５号 

   甲府市地方活力向上地域における固定資産税の課税の特例に関する条例の一

部を改正する条例 

甲府市地方活力向上地域における固定資産税の課税の特例に関する条例（平成  

３０年９月条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「令和８年３月３１日」を「令和１０年３月３１日」に改め、「及び償

却資産」の次に「（所得税法施行令第６条第１号から第３号まで又は法人税法施行

令第１３条第１号から第３号までに掲げるものに限る。）」を加える。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の第２条の規定は、令 

和８年４月１日から適用する。 
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 甲府市市営住宅条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２６号 

   甲府市市営住宅条例の一部を改正する条例 

 甲府市市営住宅条例（平成９年９月条例第５４号）の一部を次のように改正す 

る。 

 別表の市営住宅の表中 

 

４５  山城南団地

第一 

東下条町４６３番地 簡 易 耐 火 ブ ロ ッ ク 

造 ２ 階 建  １ 戸      

４０．３７５㎡ 

６戸 

４５  山城南団地

第二 

東下条町４６３番地 簡 易 耐 火 ブ ロ ッ ク

造 ２ 階 建  １ 戸   

４０．３７５㎡ 

 ６戸 

４６  南西団地第

七 

上石田四丁目１９番 中層耐火構造４階建 

１戸 ４６．４２８㎡ 

３２戸 

４６  南西団地第

八 

上石田四丁目１９番 中層耐火構造４階建 

１戸 ４４．０６２㎡ 

２４戸 

４６  山城南団地

第三 

東下条町４６３番地 簡 易 耐 火 ブ ロ ッ ク

造 ２ 階 建  １ 戸  

４０．３７５㎡ 

 ６戸 

４６  山城南団地

第五 

東下条町４６３番地 

  

簡 易 耐 火 ブ ロ ッ ク 

造 ２ 階 建  １ 戸 

４０．３７５㎡  

 ４戸 

「 
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４７  南西第二団

地第一 

下石田二丁目１６番 中層耐火構造４階建 

１戸 ４９．４１㎡ 

２４戸 

４７  南西第二団

地第二 

下石田二丁目１６番 中層耐火構造４階建 

１戸 ４９．４１㎡ 

１６戸 

４７  山城南団地

第六 

東下条町４６３番地 簡 易 耐 火 ブ ロ ッ ク 

造 ２ 階 建  １ 戸  

４０．５０㎡ 

 ６戸 

４７  山城南団地

第七 

東下条町４６３番地 簡 易 耐 火 ブ ロ ッ ク 

造 ２ 階 建  １ 戸  

４０．５０㎡ 

 ６戸 

４７  山城南団地

第八 

東下条町４６３番地 簡 易 耐 火 ブ ロ ッ ク 

造 ２ 階 建  １ 戸  

４０．５０㎡ 

 ６戸 

４８  南西第二団

地第三 

下石田二丁目１８番 中層耐火構造５階建 

１戸 ５２．６３㎡ 

３０戸 

４８  南西第二団

地第四 

下石田二丁目１８番 中層耐火構造５階建 

１戸 ５２．６３㎡ 

３０戸 

４８  南西第二団

地第五 

下石田二丁目１８番 中層耐火構造５階建 

１戸 ５２．６３㎡ 

３０戸 

４８  山城南団地

第九 

東下条町４６３番地 簡 易 耐 火 ブ ロ ッ ク 

造 ２ 階 建  １ 戸  

４３．７４㎡ 

 ８戸 

４８  山城南団地

第十 

東下条町４６３番地 簡 易 耐 火 ブ ロ ッ ク 

造 ２ 階 建  １ 戸  

４３．７４㎡ 

 ６戸 

４８  山城南団地

第十一 

東下条町４６３番地 簡 易 耐 火 ブ ロ ッ ク 

造 平 屋 建  １ 戸   

４４．４７㎡ 

 ５戸 

 

 

を 

」 
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４６  南西団地第

七 

上石田四丁目１９番 中層耐火構造４階建 

１戸 ４６．４２８㎡ 

３２戸 

４６  南西団地第

八 

上石田四丁目１９番 中層耐火構造４階建 

１戸 ４４．０６２㎡ 

２４戸 

４７  南西第二団

地第一 

下石田二丁目１６番 中層耐火構造４階建 

１戸 ４９．４１㎡ 

２４戸 

４７  南西第二団

地第二 

下石田二丁目１６番 中層耐火構造４階建 

１戸 ４９．４１㎡ 

１６戸 

４８  南西第二団

地第三 

下石田二丁目１８番 中層耐火構造５階建 

１戸 ５２．６３㎡ 

３０戸 

４８  南西第二団

地第四 

下石田二丁目１８番 中層耐火構造５階建 

１戸 ５２．６３㎡ 

３０戸 

４８  南西第二団

地第五 

下石田二丁目１８番 中層耐火構造５階建 

１戸 ５２．６３㎡ 

３０戸 

 

改める。 

 附 則 

 この条例は、令和８年７月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「 

に 

」 
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 甲府市リサイクルプラザ条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２７号 

   甲府市リサイクルプラザ条例の一部を改正する条例 

 甲府市リサイクルプラザ条例（平成９年３月条例第１５号）の一部を次のように

改正する。 

 第１０条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の利用料金の額は、別表に定める額の範囲内において、市長の承認を受け

て指定管理者が定める。 

 別表中「利用料金」を「金額」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和９年４月１日から施行する。 
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 職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２８号 

   職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和２６年８月条例第２９号）の

一部を次のように改正する。 

第１１条第１項中「参考人」の次に「、被害者参加人」を加える。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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 甲府市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２９号 

甲府市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

甲府市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年７月条例第２８号）の一部を次

のように改正する。 

第１８条中「３１万５，０００円」を「３３万円」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の甲府市消防団員等公務災害補償条例（以下「新条例」

という。）第１８条の規定は、令和８年４月１日（以下「適用日」という。）以

後に支給すべき事由の生じた甲府市消防団員等公務災害補償条例第４条第７号に

規定する葬祭補償（以下「葬祭補償」という。）について適用し、適用日前に支

給すべき事由の生じた葬祭補償については、なお従前の例による。 

３ 適用日以後に支給すべき事由の生じた葬祭補償であって、この条例による改正

前の甲府市消防団員等公務災害補償条例（以下「旧条例」という。）第１８条の

規定による金額により支給されたもの又は旧条例附則第６条の規定による金額に

より支給されたもの（その額が６６万円未満であるものに限る。）の支払は、新

条例第１８条の規定による金額により支給されるべき葬祭補償の内払とみなす。 
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 甲府市学校職員の勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第３０号 

   甲府市学校職員の勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例 

甲府市学校職員の勤務時間等に関する条例（昭和４５年１２月条例第４１号）の

一部を次のように改正する。 

別表第１の２の項中「参考人」の次に「、被害者参加人」を加える。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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規則  
 

 

 甲府市公印規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第２８号 

   甲府市公印規則の一部を改正する規則 

 甲府市公印規則（昭和４４年８月規則第４９号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１専用公印の表市長印の項中 

 

個人番号カー

ド（マイナン

バーカード）

に使用する印  

市民部市民

総室市民課

長 

２  

 

 

個人番号カー

ド（マイナン

バーカード）

に使用する印  

市民部市民

総室総務課

長 

１０  

市民部市民

総室市民課

長 

２  

 

   附 則 

 この規則は、令和８年６月２９日から施行する。 

「 

「 

を 

に改める。 

」 

」 
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 甲府市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則

をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第２９号 

   甲府市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する

規則 

 甲府市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則（令和２年３月規則第

５号）の一部を次のように改正する。 

別表第３の第１号中「参考人」の次に「、被害者参加人」を加える。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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 甲府市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の

一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第３０号 

 甲府市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細

則の一部を改正する規則 

 甲府市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則

（平成１８年９月規則第６９号）の一部を次のように改正する。 

 第１号様式中「８０万円」を「８２万６，５００円」に改める。 

  附 則 

１ この規則は、令和８年７月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に存する改正前の書式による用紙は、当分の間、所要の

調整をして使用することができる。 
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 甲府市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和８年６月２９日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第３１号 

 甲府市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市国民健康保険条例施行規則（昭和３５年１１月規則第５２号）の一部を次

のように改正する。 

 第４号様式の２を次のように改める。 
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第４号様式の２（第１６条の５関係） 

 

様

甲府市長

〈お問い合わせ先〉

※特別徴収は上記の年金から天引きされます。

※子ども分において、均等割額⑥に18歳以上均等割（１人あたり　　　　　円）を含んでいます。また、軽減額⑧の内、均等割軽減額に18歳未満均等割軽減額を含んでいます。

※年間保険料額の算定において、10円未満の端数金額は切り捨てます。

※普通徴収は納付書又は口座振替で納付してください。

※納付済額は、この通知書の作成日時点で把握できたものが記載されています。

円

介護分  円 円 円 円 円 円 円 円

支援金分

子ども分　

医療分  

円

前回決定額 今回決定額

円 月 円 円

円 円

円 円

円 円

円

円

月割増減額

⑩

減　免　額

⑪

年間保険料額

(Ａ－⑧－⑨＋⑩－⑪)

円 円 円 円

生年月日

特別徴収義務者名

特別徴収対象年金

介護分  円 ％ 円 円 人

人

子ども分　

医療分  

決

　

定

変

更

後

前回決定額

今回決定額

被保険者番号

通知書番号

特別徴収対象年金額 円

性別

保険料納付方法等

徴収方法

納付義務者

特定

区　分　
算出合計額

Ａ＝③＋⑥＋⑦

医療分  円円円人

平等割額⑦

所　　得　　割 被　保　険　者　均　等　割 世帯別平等割

均等割額

⑥＝④×⑤

被保険者数

⑤

１人あたり

均等割額④

所得割額

③＝①×②

所得割率

②

賦課標準額

①

円 円 円

子ども分　 円 ％ 円 円

支援金分 円 ％ 円 円

円 円 円

人 円 月 円 円

月

決

　

定

変

更

前

人

軽減 所得割軽減額 均等割軽減額 平等割軽減額

円

円 円 円

限度超過額

⑨

軽　減　額

⑧

介護分  円 円 円

月人 円 円 円

子ども分　 円 ％ 円 円

人 円 円 円

支援金分

医療分  円 ％ 円 円

人 円 円

決

　

定

変

更

前

決

　

定

変

更

後

国民健康保険料　賦課明細書

区　分 

支援金分

円 ％ 円 円

円円％円

介護分  円 ％ 円 円

円 円 円 円

円 円

円

円 円 円

円 円 円

円 円

円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円 円 円 円

円 円

円 円 円

特別徴収普通徴収 特別徴収 普通徴収 特別徴収 普通徴収 特別徴収 普通徴収

差引納付額（円）決定（変更）前（円） 決定（変更）後（円） 納付済額（円）
納付年月／普通徴収の納期

国民健康保険料　納入通知書

印

合計
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  附 則 

 この規則は、令和８年７月１日から施行する。 
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告示 
 

甲府市告示第２９７号  

 

 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第４号の規定により、

道路法による事業計画の定められた道路で、２年以内にその事業が執行される予定

のものとして、次のとおり指定を変更する。 

 その関係図書は、まちづくり部建築指導課に備え置いて一般の縦覧に供する。  

 

令和８年６月１日 

 

                  甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 路線名     主要地方道甲府昇仙峡線 

２ 道路の種類   県道 

３ 道路の地名地番 甲府市山宮町字御岳７２１番１地先から 

          甲府市山宮町字鴨塚２４番１地先まで 

４ 延長      ３８４．８ｍ 

５ 幅員      １６ｍ～２５．８ｍ 
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 甲府市告示第２９８号  

 

地方自治法第２４３条の３第１項及び甲府市「財政事情」の作成及び公表に関す

る条例の規定に基づき、甲府市一般会計、甲府市国民健康保険事業特別会計、甲府

市交通災害共済事業特別会計、甲府市住宅新築資金等貸付事業特別会計、甲府市介

護保険事業特別会計、甲府市後期高齢者医療事業特別会計及び甲府市母子父子寡婦

福祉資金貸付事業特別会計の令和７年度下半期の財政状況を別紙のとおり公表する。 

 

  令和８年６月１日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 
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 甲府市告示第２９９号  

 

地方公営企業法第４０条の２及び甲府市「財政事情」の作成及び公表に関する条

例の規定に基づき、甲府市地方卸売市場事業会計、甲府市病院事業会計、甲府市下

水道事業会計、甲府市水道事業会計、甲府市農業集落排水事業会計、甲府市簡易水

道等事業会計及び甲府市浄化槽事業会計の令和７年度下半期の業務の状況を別紙の

とおり公表する。 

 

令和８年６月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 
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甲府市告示第３００号  

 

公募型プロポーザル方式に係る手続き開始の公告について、次のとおり参加申請

書類及び企画提案書等の提出を招請する。 

 

令和８年６月１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 業務名 

甲府市全庁業務量調査等支援業務 

２ 業務内容 

「甲府市全庁業務量調査等支援業務委託仕様書」のとおり 

３ 履行期間 

契約締結日から令和９年３月３１日まで 

４ 参加資格 

本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たしている者とす

る。 

（１）本業務を的確に遂行するに足りる能力、当該業務遂行に必要な技術及び、

組織、人員体制を有する者であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のい

ずれにも該当していない者であること。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７ 

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこ

と。また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 

（４）本業務委託の公告の日から契約締結の日までの期間に、「甲府市物品供給

（入札等）制度要綱」に基づく指名停止を受けている日が含まれている者でな

いこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続等及び民事再

生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続等開始の申立てがなされ

ている者でないこと。 

（６）直近１年間の国税及び地方税に滞納がない者であること。 

（７）本プロポーザルに参加しようとする者が令和５年４月 1 日から令和８年 

３月３１日までに完了した業務で、「人口１８万人以上（実施年の４月１日時

点）の普通地方公共団体等からの全庁を対象とした業務量調査にかかる業務委

託の実績が５件以上あること。 

５ 手続き 

（１）実施要領等の配布 

公募型プロポーザル実施要領、仕様書及び各種様式等は、本市のホームペ

ージにて公表するため、適宜ダウンロードすること。  

（２）提出方法等 
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参加申込書等の提出方法、提出期限及び提出先については、公募型プロ 

ポーザル実施要領を参照すること。  

６ 連絡先 

総務部総務総室ＤＸ推進課 

山梨県甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話：０５５－２３７－５２１４ 

メールアドレス：ｊｋａｎｒｉ＠ｃｉｔｙ.ｋｏｆｕ.ｌｇ.ｊｐ 
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甲府市告示第３０１号  

 

公募型プロポーザル方式に係る手続き開始の公告について、次のとおり参加申請

書類及び企画提案書等の提出を招請します。 

 

令和８年６月２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 業務名 

甲府市地域脱炭素パートナーズプログラム運営業務 

２ 業務概要 

市内中小企業等を対象にしたセミナー及び事業者の脱炭素化に向けた伴走支

援等の実施 

３ 履行期間 

契約締結日から令和９年３月３１日まで 

４ 参加資格 

本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たしている者とす

る。 

（１）本業務を的確に遂行するに足りる能力、当該業務遂行に必要な技術及び、

組織、人員体制を有する者であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のい

ずれにも該当していない者であること。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７ 

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこ

と。また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 

（４）本業務委託の公告の日から契約締結の日までの期間に、「甲府市物品供給

（入札等）制度要綱」に基づく指名停止を受けている日が含まれている者でな

いこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続等及び民事再

生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続等開始の申立てがなされ

ている者でないこと。 

（６）直近１年間の国税及び地方税に滞納がない者であること。 

５ 手続き 

（１）実施要領等の配布 

公募型プロポーザル実施要領、仕様書及び各種様式等は、甲府市のホーム

ページにて公表するため、適宜ダウンロードすること。  

（２）提出方法等 

参加申込書等の提出方法、提出期限及び提出先については、公募型プロ 

ポーザル実施要領を参照すること。  

６ 連絡先 
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環境部環境総室環境政策課 

山梨県甲府市上町６０１番地４ 

電話：０５５－２４１－４３６３ 

メールアドレス：ｋａｎｓｅｉｓａｋｕ＠ｃｉｔｙ．ｋｏｆｕ．ｌｇ．ｊｐ 
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甲府市告示第３０２号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の１

件の一般競争入札を執行する。 

 

令和８年６月２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号    （業務委託）第５１１号 

（２）業務名称    子ども応援フェスタ会場設営等業務 

（３）履行期間    契約締結日から令和８年１１月７日まで 

（４）履行場所    仕様書による 

（５）業務内容    仕様書による 

（６）予定価格    公表しない 

（７）最低制限価格  設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件

をすべて満たす者 

（１）甲府市内に本店、本社又は営業所を有する者であること。 

（２）甲府市における入札参加資格の認定において、業種が「イベント企画」に登

録されている者であること。 

（３）令和７年度までに地方公共団体等が行うイベント等の会場設営及び運営補助

を含む業務を受託し、履行した実績を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 

（６）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要綱」

及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指名

停止を受けている日が含まれている者でないこと。 

（７）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年

を経過していること。 

（８）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立

がなされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、

競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（９）市税の滞納がない者であること。 
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３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等 

（１）配付期間 令和８年６月２日（火）～令和８年６月１０日（水） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

（２）配付場所 甲府市子ども未来部子ども未来総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎３階 

電話０５５－２３７－５３５３ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報（その他・公募

型））から情報を入手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所 

ア 期間 令和８年６月２日（火）～令和８年６月１０日（水） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

イ 場所 甲府市子ども未来部子ども未来総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎３階 

電話０５５－２３７－５３５３ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和８年７月９日（木） 午前１０時００分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎７階 会議室７－１ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。 

５ 入札方法 

落札者の決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／ 

１００に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額

の１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。 

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚

偽の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効と

する。 

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げ

るいずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。 

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範

囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金：（契約金額の１０／１００）：納付 

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に
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国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする

契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契

約を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。 

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。 

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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甲府市告示第３０３号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の１

件の一般競争入札を執行する。  

 

令和８年６月３日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     （業務委託）第４９３号 

（２）業務名称     「２０２６甲府市×ハローキティ きらめき 

スタンプラリー」イベント実施支援等業務委託 

（３）履行期間     契約締結日から令和９年３月３１日まで 

（４）履行場所     仕様書等による 

（５）業務内容     仕様書等による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件を

すべて満たす者 

（１）甲府市内に本店、本社を有する者であること。  

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当 

していない者であること。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）  

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。ま

た、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（４）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要  

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指名 

停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（５）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。  

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、その当該処分を受けた日から

２年を経過していること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は 

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立がな 

されている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争入札  

参加資格の再認定を受けたものを除く。）でないこと。 

（７）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和８年６月３日（水）～令和８年６月１２日（金） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 
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午前９時００分～午後５時００分 

令和８年６月１２日（金）については、午後３時００分まで  

（２）配付場所 甲府市産業部産業総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５６８７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報／入札・契約／入札情報（その他・公募

型））から情報を入手する場合は、この限りでない。  

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和８年６月３日（水）～令和８年６月１２日（金） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和８年６月１２日（金）については、午後３時００分まで  

イ 場所 甲府市産業部産業総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５６８７ 

４ 入札・開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和８年７月２日（木） 午前１０時００分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎６階 入札室１（控室：入札室２） 

甲府市丸の内一丁目１８番１号  

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／１００

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００／１１０

に相当する金額を入札書に記載すること。 

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽の

記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。  

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において、「２ 入札参

加資格」に掲げるいずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。 

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則（昭和５０年規則第６６号）第１２条第１項の規定により定めら

れた予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。 

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付  

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に国

（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を
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数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行しな

いこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書及び甲府市契約規則による。 
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甲府市告示第３０４号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和８年６月３日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     （業務委託）第４８８号 

（２）業務名称     盛土規制法に基づく基礎調査 

（既存盛土等調査）業務委託 

（３）履行期間     契約締結日から令和９年２月１２日まで 

（４）履行場所     仕様書等による 

（５）業務内容     仕様書等による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件をすべて満たす

者 

（１）甲府市内に本店若しくは本社又は営業所を有する者であること。 

（２）甲府市における入札参加資格の認定において、業種が「都市計画及び地方計

画」で登録されている者であること。  

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当 

していない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）  

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。ま

た、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（５）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指名

停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（６）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。  

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、その当該処分を受けた日から

２年を経過していること。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は 

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立がな 

されている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争入札  

参加資格の再認定を受けたものを除く。）でないこと。 

（８）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  
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（１）配付期間 令和８年６月３日（水）～令和８年６月１２日（金） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和８年６月１２日（金）については、午後３時００分まで  

（２）配付場所 甲府市産業部産業総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５６８７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報／入札・契約／入札情報（その他・公募

型））から情報を入手する場合は、この限りでない。  

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和８年６月３日（水）～令和８年６月１２日（金） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和８年６月１２日（金）については、午後３時００分まで  

イ 場所 甲府市産業部産業総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５６８７ 

４ 入札・開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和８年７月２日（木） 午前１０時３０分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎６階 入札室１（控室：入札室２） 

甲府市丸の内一丁目１８番１号  

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／１００

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００／１１０ 

に相当する金額を入札書に記載すること。 

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽の

記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。  

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において、「２ 入札

参加資格」に掲げるいずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とす

る。 

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則（昭和５０年規則第６６号）第１２条第１項の規定により定めら

れた予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。 

８ その他 

（１）入札保証金：免除 
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（２）契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付  

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に国（公

社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回

以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行しないこ

ととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書及び甲府市契約規則による。 
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甲府市告示第３０５号  

 

次の者から、甲府市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関す

る要綱（平成２８年福第１号）第７第２項の規定に基づく廃止届を受理したので、

同要綱第１０の規定により公示する。 

                                      

令和８年６月３日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

                  

１ 介護保険事業所番号   １９９１８００２２６ 

２ 事業所の名称      かがやき石和 

３ 事業所の所在地      笛吹市石和町市部５２６番地２ 

４ 当該事業所の申請者      甲府市向町５２７番地３ 

              株式会社ケアファイブ 

              代表取締役 小池 昌臣 

５ サービスの種類      介護予防・日常生活支援総合事業 

              （介護予防通所介護相当サービス） 

６ 廃止年月日          令和８年５月３１日 
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甲府市告示第３０６号  

 

次の者から、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定に基

づく廃止届を受理したので、同法第７８条の規定により公示する。 

                                      

令和８年６月３日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

                  

１ 介護保険事業所番号   １９９１８００２２６ 

２ 事業所の名称      かがやき石和 

３ 事業所の所在地      笛吹市石和町市部５２６番地２ 

４ 当該事業所の申請者      甲府市向町５２７番地３ 

              株式会社ケアファイブ 

              代表取締役 小池 昌臣 

５ サービスの種類      地域密着型通所介護 

６ 廃止年月日          令和３年７月３１日 
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                          甲府市告示第３０７号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和８年６月３日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

  

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

甲府市国玉町字一ノ坪１０００番１、１０００番３８、１０００番３９、 

１０１３番１から１０１３番５まで、１１２８番１及び１１２８番２ 

以上１０筆及び道・水 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類 道路、消防施設及び下水道 

位 置 及 び 区 域 別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち開発室都市計画課

に備え置いて縦覧に供する。） 

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市高畑二丁目１９番６号 

   山梨県不動産業協同組合 

代表理事 山田 政仁 
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                          甲府市告示第３０８号  

 

 国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第７条の規定に基づき、令和８年度地

籍調査を実施するので、次のとおり公示する。  

 

令和８年６月３日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 事業計画が定められた年月日 

令和８年６月１日 

２ 調査を実施する者の名称 

山梨県甲府市 

３ 調査地域 

（１）新規地域 

上帯那町の一部 

（２）継続地域 

下帯那町及び上帯那町の各一部 

４ 調査期間 

   令和８年４月７日から 

   令和９年３月３１日まで 
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甲府市告示第３０９号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和８年６月４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     （業務委託）第５０５号 

（２）業務名称     路面下空洞調査業務委託 

（３）履行期間     契約締結日から令和８年１０月３０日まで 

（４）履行場所     仕様書等による 

（５）業務内容     仕様書等による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件をすべて満た

す者 

（１）甲府市における入札参加資格の認定において、「建設コンサルタント」に登  

録されており、過去５年以内に、国又は地方公共団体が行う路面下空洞調査業  

務を履行した実績を有する者であること。 

（２）主任技術者は、技術士総合技術監理部門「建設－土質及び基礎」又は「建設

－道路」、技術士建設部門「土質及び基礎」又は「道路」、ＲＣＣＭ「土質及

び基礎部門」又は「道路部門」のいずれかの資格を有すること。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（５）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要綱」  

及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指名停

止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（６）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 
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（８）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和８年６月４日（木）～令和８年６月１６日（火） 

（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和８年６月１６日（火）については、午後３時００分まで  

（２）配付場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和８年６月４日（木）～令和８年６月１６日（火） 

（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和８年６月１６日（火）については、午後３時００分まで  

イ 場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和８年７月２日（木） 午前１０時００分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎８階 会議室８－２ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／１００

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００

／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。  

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

（１）入札保証金：免除 
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（２）契約保証金：（契約金額の１０／１００）：納付  

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に国

（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契

約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を

履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）支払条件として前金払は請求できない。  

（６）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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甲府市告示第３１０号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和８年６月４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     （業務委託）第４８５号 

（２）業務名称     地籍調査に伴う調査・測量業務委託（帯那第五地区） 

（３）履行期間     契約締結日から令和９年３月３１日まで 

（４）履行場所     仕様書等による 

（５）業務内容     仕様書等による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件をすべて満た

す者 

（１）甲府市内に認定を受けている本店又は本社を有する者であること。 

（２）甲府市における入札参加資格の認定において、「測量」で登録されている者  

であること。 

（３）過去１０年以内に、国又は地方公共団体等が行う地籍調査業務を受託し、本

委託業務と同様の現地調査（一筆地調査を含む）及び測量業務等を履行した

実績を有する者であること。なお、本市の地籍調査業務において下請けの実

績を有する者も同様とみなす。 

（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

しない者であること。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（６）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要綱」  

及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指名停

止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（７）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（８）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が
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なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（９）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和８年６月４日（木）～令和８年６月１５日（月） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和８年６月１５日（月）については、午後３時００分まで 

（２）配付場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和８年６月４日（木）～令和８年６月１５日（月） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和８年６月１５日（月）については、午後３時００分まで  

イ 場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和８年７月２日（木） 午前９時００分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎８階 会議室８－２ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／１００

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００

／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。  

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  
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８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金：（契約金額の１０／１００）：納付  

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に国

（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契

約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を

履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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甲府市告示第３１１号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。 

 

令和８年６月４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     （業務委託）第５１２号 

（２）業務名称     街なみ環境整備事業費用対効果分析業務委託 

（３）履行期間     契約締結日から令和９年３月３１日まで 

（４）履行場所     仕様書等による 

（５）業務内容     仕様書等による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件

をすべて満たす者 

（１）甲府市内に本店、本社又は営業所を有し、甲府市における物品供給競争入札 

参加資格の認定において、第１希望の業種が「調査・研究」で登録されている

者であること。 

（２）過去に地方公共団体が行う街なみ環境整備事業費用対効果分析に関する業務

を受託し、履行した実績を有する者であること。 

（３）配置技術者は、次に掲げる要件を満たす者であること。 

ア 管理技術者は、（２）記載の業務実績を有し、かつ技術士（建設部門：都

市及び地方計画）の資格を有する者であること。 

イ 照査技術者は、技術士（建設部門：都市及び地方計画）の資格を有する者

であること。 

ウ 直接的かつ恒常的な雇用関係（参加申請日以前３か月以上の継続した雇用

関係）があること。 

エ 管理技術者及び照査技術者は、それぞれ別の者を配置できる体制であるこ

と。 

（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 
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（６）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指

名停止を受けている日が含まれている者でないこと。 

（７）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（８）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（９）市税の滞納がない者であること。 

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等 

（１）配付期間 令和８年６月４日（木）～令和８年６月１５日（月） 

（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和８年６月１５日（月）については、午後３時００分まで 

（２）配付場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所 

ア 期間 令和８年６月４日（木）～令和８年６月１５日（月） 

（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和８年６月１５日（月）については、午後３時００分まで 

イ 場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和８年７月２日（木） 午前９時３０分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎８階 会議室８－２ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。 

５ 入札方法 

落札者の決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／

１００に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の

１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。 
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６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。 

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金：（契約金額の１０／１００）：納付  

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に国

（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契

約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を

履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。 

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。 

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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                          甲府市告示第３１２号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の

１件の一般競争入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事である。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）４６号 

工事名 岩窪ため池改修工事（３期） 

工事場所 甲府市岩窪町地内 

工事概要 

１ 工事内容 

堤体盛土         Ｖ＝４３６０㎥ 

法面保護         Ａ＝１３００㎡ 

取水施設         Ｎ＝２箇所 

底樋管布設（φ８００）  Ｌ＝１１．３ｍ 

付帯工          １式 

２ 工期 令和９年３月１８日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
１３２，２２０，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
適用 

５ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 
土木一式 Ａ 

特定建設業の許可 

３ 同種工事施工実績 

公共施設の土木工事 

ただし、１件の工事請負額が、 

６，６００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 入札説明書に記載 
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（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作 

成要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月５日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年６月１６日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年６月１６日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年６月２２日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年６月２３日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年６月２３日 

10 入札日時 
令和８年７月１日 

午前９時００分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月６日 

12 開札日時 
令和８年７月１０日 

午前９時００分 

13 落札者決定日 令和８年７月１３日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
落札者決定日の前日 

まで（落札予定者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年６月２９日 

価格以外の １ 質問 令和８年７月８日まで 
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評価に関す 

る照会 
２ 回答 令和８年７月９日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 

前金払 請求できる。 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。）。 

部分払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第３１３号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の

１件の一般競争入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事である。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）４７号 

工事名 側溝改良工事（Ｒ８－１） 

工事場所 甲府市国母六丁目地内 

工事概要 

１ 工事内容 

施工延長          Ｌ＝３７８ｍ 

自由勾配側溝工 

（３００型縦断用）   Ｌ＝３４８ｍ 

（３００型横断用）   Ｌ＝２７ｍ 

集水桝工          Ｎ＝７基 

舗装工           Ａ＝２０３㎡ 

区画線工          １式 

付帯工           １式 

２ 工期 令和９年２月１２日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
３５，４５３，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
適用 

５ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ又はＢ 
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３ 同種工事施工実績 

道路工事等 

た だ し 、 １ 件 の 工 事 請 負 額 が 、 

１，７００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績は 

求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 地域貢献評価型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作 

成要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月５日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年６月１６日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年６月１６日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年６月２２日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年６月２３日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年６月２３日 

10 入札日時 
令和８年７月１日 

午前１０時１０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月６日 

12 開札日時 
令和８年７月１０日 

午前１０時１０分 

13 落札者決定日 令和８年７月１３日 

提出書類 １ 参加申請時 入札説明書に記載 
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２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
落札者決定日の前日 

まで（落札予定者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年６月２９日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月８日まで 

２ 回答 令和８年７月９日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる。 

中間前金払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第３１４号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の

１件の一般競争入札を執行する。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （土木）４８号 

工事名 側溝改良工事（Ｒ８－２） 

工事場所 甲府市大里町地内 外 

工事概要 

１ 工事内容 

【１号箇所】  

施工延長          Ｌ＝１２８ｍ 

自由勾配側溝工 

（３００型縦断用）    Ｌ＝１１２ｍ 

  （３００型横断用）    Ｌ＝１６ｍ 

 集水桝工（３００型）    Ｎ＝１基 

 舗装工           Ａ＝７１㎡ 

【２号箇所】  

施工延長          Ｌ＝６２ｍ 

側溝上部改修工 

（３００型一般部）    Ｌ＝５６ｍ 

  （３００型点検口部）   Ｌ＝６ｍ 

 舗装工           Ａ＝２９㎡ 

２ 工期 令和８年１０月３０日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
２４，５１９，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
適用 

５ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ又はＢ 

３ 同種工事施工実績 

道路工事等 

ただし、１件の工事請負額が、 

１，２００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降 
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に完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものとし、企業体の施工実績を 

各企業の施工実績として扱う。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 令和８年６月５日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和８年６月１６日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年６月１６日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年６月２２日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年６月２３日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年６月２３日 

10 入札及び開札日時 
令和８年７月１日 

午前１０時４０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年６月２９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 
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契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる。 

中間前金払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第３１５号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の

１件の一般競争入札を執行する。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （電気）５１号 

工事名 南中学校受変電設備改修工事 

工事場所 甲府市湯田二丁目２１－２４ 

工事概要 

１ 工事内容 

受変電設備改修工事 

 高圧変圧器（ＴＲ １Φ７５ＫＶＡ） １台 

 高圧真空遮断器（ＶＣＢ ６００Ａ） １台他 

２ 工期 令和９年３月１８日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
１２，４３０，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
非適用 

５ 週休２日制適用工事 非適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 電気 Ａ又はＢ 

３ 同種工事施工実績 

公共施設等の電気設備工事 

ただし、１件の工事請負額が、 

６００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものとし、企業体の施工実績を 

各企業の施工実績として扱う。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 １ 入札説明書等配付開始日 令和８年６月５日 
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２ 入札説明書等配付締切日 令和８年６月１６日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年６月１６日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年６月２２日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年６月２３日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年６月２３日 

10 入札及び開札日時 
令和８年７月１日 

午前１１時００分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年６月２９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる。 

中間前金払 請求できる。 
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問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第３１６号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の

１件の一般競争入札を執行する。 

なお、対象工事は、甲府市余裕期間制度に係る事務処理要領の適用を受けるもので

ある。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （舗装）５５号 

工事名 市道舗装工事（Ｒ８－１）（余フ） 

工事場所 甲府市下今井町地内 外 

工事概要 

１ 工事内容 

施工延長          Ｌ＝２１４．０ｍ 

表層工（再生密粒度ＡＳＣ ｔ＝５０ｍｍ） 

              Ａ＝１３６６㎡ 

アスカーブ         Ｌ＝１８．０ｍ 

区画線工          Ｎ＝１式 

２ 工期 令和８年１２月４日まで 

３ 

適用される 

余裕期間制 

度の方式の 

別及び工事 

開始日 

方式：フレックス方式 

 

工事開始日：令和８年７月２日から令和８年８月 

３１日までの間で受注者が選択する日 

４ 
予定価格 

（税込み） 
１３，７１７，０００円 

５ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
適用 

６ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

舗装 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評価値（Ｐ）７００点以上 

３ 同種工事施工実績 

道路等の舗装工事 

ただし、１件の工事請負額が、 

６００万円以上の実績に限る。 
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元請として平成２３年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものとし、企業体の施工実績を 

各企業の施工実績として扱う。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 令和８年６月５日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和８年６月１６日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年６月１６日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年６月２２日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年６月２３日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年６月２３日 

10 入札及び開札日時 
令和８年７月１日 

午前１１時１０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
契約時  

（落札者のみ） 
工事開始日設定通知書 

４ 
工事開始日  

（落札者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年６月２９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 
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入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる。 

中間前金払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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甲府市告示第３１７号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び第８４条の２の規定に基

づき、次のとおり生活保護法等指定医療機関指定申請書を受理し、指定医療機関と

して指定したので、同法第５５条の３の規定により公示する。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定医療機関指定申請書 

２ 医療機関番号、指定の期間、医療機関の名称、医療機関の所在地、開設者、代

表者、管理者 

                           別紙のとおり 
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甲府市告示第３１８号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条及び第８４条の２の規定に基

づき、次のとおり生活保護法等指定施術機関指定申請書を受理し、指定施術機関と

して指定したので、同法第５５条の３の規定により公示する。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定施術機関指定申請書 

２ 施術機関番号、指定の期間、施術機関の名称、施術機関の所在地、開設者、代

表者、施術者 

                               別紙のとおり 
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甲府市告示第３１９号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定に基づき、次のと

おり生活保護法等指定医療機関廃止届書を受理したので、同法第５５条の３の規定

により公示する。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定医療機関廃止届書 

２ 医療機関番号、医療機関の名称、医療機関の所在地、開設者、代表者、廃止年 

月日 

                              別紙のとおり 
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甲府市告示第３２０号  

 

甲府市環境保全条例（平成２２年条例第２５号）第１８条第１項の規定により路

上喫煙禁止区域を指定したので、同条例第１８条第３項の規定により告示する。 

 

  令和８年６月５日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 路上喫煙禁止区域の名称 

  甲府駅周辺 

２ 路上喫煙禁止区域の範囲 

丸の内一丁目、北口三丁目、中央二丁目の一部 

    道路 

    ・甲府市道甲府駅北口回遊路線 

    ・甲府市道橘東線の一部 

    ・甲府市道舞鶴公園濠端線 

    ・甲府市道横近習通り線の一部 

    ・甲府市道舞鶴公園南線 

    ・甲府市道紅梅北通り線の一部 

    施設 

    ・甲府市歴史文化交流施設及び駐車場 

    ・小江戸甲府花小路 

    ・舞鶴城公園南部（県民会館跡地） 

３ 路上喫煙禁止区域指定期日 

  令和８年７月１８日 
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甲府市告示第３２１号 

   

国税徴収法第９５条及び同法第９９条の規定により、次のとおり差押財産の公売

及び見積価額を公告する。 

 

  令和８年６月８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

公 売 財 産 

別紙「公売財産、公売保証金及び見積価額」のとおり 公 売 保 証 金 

見 積 価 額 

公 売 方 法 入 札 

公売日時 
入札 

令和８年７月７日（火） 

午後１時３０分から午後２時００分まで 

開札 令和８年７月７日（火）午後２時０１分 

公 売 場 所 
山梨県笛吹市石和町広瀬７８５番地 

東八代合同庁舎３階大会議室 

売却決定の日時 令和８年７月２８日（火）午前１０時００分 

売却決定の場所 
山梨県甲府市丸の内１丁目１８番１号 

甲府市役所３階収納推進課 

買受代金納期限 令和８年７月２８日（火）午後３時００分 

買受人について

の資格その他の

要件 

次の者は、公売財産を買受けることができません。 

１ この公売公告に違反した者 

２ 国税徴収法第９２条の規定に該当する者 

３ 国税徴収法第１０８条第１項又は第５項の規定に該当する

者 

そ の 他 別紙「その他の事項」のとおり 

配当を受ける者

の権利の申出に

ついて 

 この公売財産の換価代金について配当を受けることができる

質権、抵当権、先取特権または留置権等を有する者は、売却決

定をする日の前日までに債権現在額申立書により、その内容を

市長あてに申し出てください。 

 なお、債権現在額申立書の用紙は、甲府市役所収納推進課に

用意してあります。 
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甲府市告示第３２２号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定に基づき次の犬又は猫の

引取りを行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１５条第４項の規

定により告示する。 

この犬又は猫の所有者は、令和８年６月１２日までに、引き取る旨の連絡を次の

連絡先にすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬又は猫は

処分する。 

 

  令和８年６月９日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 拾得場所：甲府市千塚四丁目地内 

２ 犬又は猫の別：猫１頭 

３ 種類：雑種 

４ 性別：不明 

５ 毛の色：キジトラ 

６ その他の特徴：数日齢、首輪なし 

７ 連絡先：甲府市保健衛生部生活衛生室衛生薬務課 

      電話０５５－２３７－２５５０ 
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甲府市告示第３２３号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和８年６月１１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     （業務委託）第５２３号 

（２）業務名称     鉛含有土運搬処分業務委託 

（３）履行期間     契約締結日から令和８年７月３１日まで 

（４）履行場所     仕様書等による 

（５）業務内容     仕様書等による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件

をすべて満たす者 

（１）甲府市内に本店又は本社を有する者であること。 

（２）甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定において、「廃棄物処理」

で登録されている者であること。  

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（５）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要綱」  

及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指名停

止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（６）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（８）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和８年６月１１日（木）～令和８年６月２２日（月） 
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（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和８年６月２２日（月）については、午後３時００分まで  

（２）配付場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和８年６月１１日（木）～令和８年６月２２日（月） 

（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和８年６月２２日（月）については、午後３時００分まで  

イ 場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和８年７月７日（火） 午後１時３０分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎８階 会議室８－２ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／１００

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００

／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。  

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金：（契約金額の１０／１００）：納付  

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に国

（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契
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約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を

履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）支払条件として前金払は請求できない。  

（６）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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甲府市告示第３２４号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和８年６月１１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号       （業務委託）第５２５号 

（２）業務名称       令和８年度甲府市職員ストレスチェック業務委託  

（３）履行期間       契約締結日から令和９年１月３１日まで 

（４）履行場所       仕様書による 

（５）業務内容       仕様書による 

（６）予定価格       公表しない 

（７）最低制限価格     設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件

をすべて満たす者とする。 

（１）甲府市の物品供給競争入札参加資格の認定において、第１希望の業種が「情

報・通信」又は「その他」で登録されている者であること。  

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（４）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要 

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指

名停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（５）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けたものを除く。）でないこと。 

（７）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和８年６月１１日（木）～令和８年６月１９日（金） 

（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 
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午前９時～午後５時 

（２）配付場所 甲府市総務部総務総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎５階 

電話０５５－２３７－５０６６ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（産業・ビジネス／入札・契約／入札情報（その他・公募

型））から情報を入手する場合は、この限りでない。  

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和８年６月１１日（木）～令和８年６月１９日（金） 

（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前９時～午後５時 

イ 場所 甲府市総務部総務総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎５階 

電話０５５－２３７－５０６６ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和８年６月３０日（火） 午後２時００分 

（２）場 所 甲府市役所 入札室１ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎６階 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／１００

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の

１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は、無効とす

る。 

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において「２入札参

加資格」に掲げるいずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とす

る。 

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則（昭和５０年規則第６６号）第１２条第１項の規定により定め

られた予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札

者とする。 

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付  

   ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に

国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする
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契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約

を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書及び甲府市契約規則による。 
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甲府市告示第３２５号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和８年６月１２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     （業務委託）第５３９号 

（２）業務名称     造林（間伐）事業・森林作業道開設事業業務委託 

（３）履行期間     契約締結日から令和８年１２月２８日まで 

（４）履行場所     仕様書等による 

（５）業務内容     仕様書等による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件をすべて満たす

者 

（１）甲府市内に本店若しくは本社を有する者であること。 

（２）過去５年以内に、森林整備（間伐）事業に関する業務実績を有する者である

こと。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当 

していない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）  

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。ま

た、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（５）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要 

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指名 

停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（６）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。  

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、その当該処分を受けた日から

２年を経過していること。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は 

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立がな 

されている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争入札  

参加資格の再認定を受けたものを除く。）でないこと。 

（８）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和８年６月１２日（金）～令和８年６月１９日（金） 
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（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和８年６月１９日（金）については、午後３時００分まで  

（２）配付場所 甲府市産業部産業総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５６８７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報／入札・契約／入札情報（その他・公募

型））から情報を入手する場合は、この限りでない。  

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和８年６月１２日（金）～令和８年６月１９日（金） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和８年６月１９日（金）については、午後３時００分まで  

イ 場所 甲府市産業部産業総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５６８７ 

４ 入札・開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和８年７月８日（水） 午前１０時００分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎６階 入札室１（控室：入札室２） 

甲府市丸の内一丁目１８番１号  

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／１００

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００／１１０

に相当する金額を入札書に記載すること。 

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽の

記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。  

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において、「２  入札

参加資格」に掲げるいずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とす

る。 

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則（昭和５０年規則第６６号）第１２条第１項の規定により定めら

れた予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者と

する。 

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付  

- 99 -



ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に国（公

社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数

回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行しな

いこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書及び甲府市契約規則による。 
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甲府市告示第３２６号  

 

甲府市自転車駐車場条例（平成１９年９月条例第２８号）第１３条第１項の規定

により、自転車駐車場内の自転車を撤去し、保管したので、同条第２項及び甲府市

自転車駐車場条例施行規則（平成１９年９月規則第４２号）第５条の規定により次

のとおり告示する。 

 

令和８年６月１２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 撤去し、保管した自転車が駐車してあった場所 

   甲府市甲府駅北口第１自転車駐車場・甲府市甲府駅北口第２自転車駐車場 

甲府市甲府駅南口第１自転車駐車場・甲府市甲府駅南口第２自転車駐車場 

甲府市酒折駅北口自転車駐車場・甲府市酒折駅南口自転車駐車場 

２ 撤去し、保管した自転車の型式等 

 別紙のとおり 

３ 保管した日 

   令和７年６月２６日 

４ 返還の申出場所 

   市民部市民総室総務課 

   交通安全係 電話番号０５５－２３７－５３０３ 

５ 保管場所 

   甲府市甲府駅北口第 1 自転車駐車場 

   甲府市甲府駅北口第２自転車駐車場 

   甲府市甲府駅南口第１自転車駐車場 

   甲府市甲府駅南口第２自転車駐車場 

甲府市酒折駅北口自転車駐車場 

６ 返還時に持参する物 

   住所・氏名を確認できるもの、自転車の鍵 
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甲府市告示第３２７号  

 

甲府市自転車等の放置の防止に関する条例（平成２５年９月条例第２４号）第

１１条第２項の規定により、甲府市自転車等放置禁止区域内等の自転車を撤去し、

保管したので、第１２条第２項及び甲府市自転車等の放置の防止に関する条例施行

規則（平成２５年９月規則第２８号）第７条の規定により次のとおり告示する。 

 

令和８年６月１２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 撤去し、保管した自転車が駐車してあった場所 

   甲府市自転車等放置禁止区域内 

２ 撤去し、保管した自転車の型式等 

 別紙のとおり 

３ 保管した日 

   令和８年６月１日 

４ 返還の申出場所 

   市民部市民総室総務課 

   交通安全係 電話番号０５５－２３７－５３０３ 

５ 保管場所 

   甲府市甲府駅南口第２自転車駐車場 

６ 返還時に持参する物 

   住所・氏名を確認できるもの、自転車の鍵 
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甲府市告示第３２８号  

 

公募型プロポーザル方式に係る手続き開始の公告について、次のとおり参加申請

書類及び企画提案書等の提出を招請します。 

 

令和８年６月１２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 業務名 

１００年ずっと元気な高齢者を増やす！データ活用による施策展開推進事業  

２ 業務概要 

運動習慣づくりや食（栄養）生活改善などの働き盛り世代の健康づくりの実

践に繋がるヘルスケアサービスの実施 

３ 履行期間 

契約締結日から令和９年２月２８日まで 

４ 参加資格 

本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たしている者とす

る。 

（１） 本業務を的確に遂行するに足りる能力、当該業務遂行に必要な技術及び、

組織、人員体制を有する者であること。 

（２） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定の

いずれにも該当していない者であること。 

（３） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこ

と。また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 

（４） 本業務委託の公告の日から契約締結の日までの期間に、「甲府市物品供

給（入札等）制度要綱」に基づく指名停止を受けている日が含まれている者で

ないこと。 

（５） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続等及び民事

再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続等開始の申立てがなさ

れている者でないこと。 

（６） 直近１年間の国税及び地方税に滞納がない者であること。 

５ 手続き 

（１） 実施要領等の配布 

公募型プロポーザル実施要領、仕様書及び各種様式等は、甲府市のホーム

ページにて公表するため、適宜ダウンロードすること。  

（２） 提出方法等 

参加申込書等の提出方法、提出期限及び提出先については、公募型プロ 

ポーザル実施要領を参照すること。  

６ 連絡先 
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保健衛生部保健衛生総室健康政策課 

山梨県甲府市相生二丁目１７番１号 

電話：０５５－２３７－２５８６ 

メールアドレス：ｋｅｎｋｏｕｓｓ＠ｃｉｔｙ.ｋｏｆｕ.ｌｇ.ｊｐ 
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甲府市告示第３２９号 

 

 公募型プロポーザル方式に係る手続き開始の公告について、次のとおり参加表明

書及び企画提案書の提出を招請する。 

 

  令和８年６月１２日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 業務名 

リニア山梨県駅前エリアにおけるコンセプトブック作成等業務 

（業務Ａ：リニア山梨県駅周辺における地域生活圏調査検討業務 

業務Ｂ：リニア山梨県駅前エリアにおけるコンセプトブック作成業務） 

２ 業務概要 

  本業務は、本市が令和８年３月に策定した「二つの拠点を核としたリニア新時

代の甲府まちづくり戦略」において示した“こうふく”のまちづくりをリニア駅

前エリアで実装するための各種調査検討や、検討結果を市民・事業者・行政が共

有できる形で整理したコンセプトブックの作成を目的とした業務である。 

３ 履行期間 

  業務Ａ：契約締結日から令和９年２月１２日（金）まで 

  業務Ｂ：契約締結日から令和９年３月２６日（金）まで 

４ 参加資格要件 

  本手続きに参加できる者は、次に掲げる要件（（１３）を除く）をすべて満た

している者とする。なお、設計共同体として参加する場合は、設計共同体の構成

員すべてが次の （１）～（１０）、（１４）（１５）の要件を満たし、いずれかの

構成員が、（１１）～（１２）の要件を満たすこと。 

（１）法人格を有していること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該

当しないこと。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申立

てがなされていないこと。（更生手続き開始の決定を受けている者を除く） 

（４）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申立

てがなされていないこと。（再生手続き開始の決定を受けている者を除く） 

（５）破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続き開始の申立てがな

されていないこと。 

（６）金融機関の取引停止処分がなされていないこと。 

（７）解散又は廃業した法人でないこと。 

（８）本業務に係る公募の日から契約締結の日までの間に、甲府市建設工事等請

負契約に係る指名停止等措置要綱又は甲府市物品供給（入札等）制度要綱

に基づく指名停止を受けている期間が含まれていないこと。 

（９）法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納をしていないこと。 
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（１０）甲府市又は事業所の所在地の自治体が課する税について滞納をしていない

こと。 

（１１）過去５年（令和３年４月１日以降）において特定の地域における民間開発

事業を適切に誘導するための構想・計画（ビジョン、コンセプトブック、

ガイドライン等）の策定実績を有すること（完了したものに限る）。 

（１２）下記の技術者を適切に配置できること。 

   【管理技術者】 

ア 以下のいずれかの資格等を有する（登録してある）こと。 

・一級建築士 

・技術士「総合技術監理部門」（建設） 

・技術士「建設部門」（都市及び地方計画） 

・ＲＣＣＭ（都市及び地方計画） 

イ 公告日時点で連続して２ヶ月以上の雇用関係があること。 

ウ 過去５年（令和３年４月１日以降）において、特定の地域における民間

開発事業を適切に誘導するための構想・計画（ビジョン、コンセプトブ

ック、ガイドライン等）の策定実績を有すること（完了したものに限る）。 

   【照査技術者】 

ア 公告日時点で連続して２ヶ月以上の雇用関係があること。 

（１３）上記の技術者要件に加え、管理技術者、照査技術者、主務担当技術者につ

いては以下の業務実績することが望ましく、該当する場合は様式５に記載

すること 

ア 過去５年間において、地域の多様な主体との対話・ワークショップ等の

企画・運営・実施を行う業務実績 

イ 過去１０年間において、まちづくり推進のための公民連携組織の立上げ

や運営支援に携わった業務実績 

ウ その他、本業務に関連が深いと考えられる業務実績 

（１４）設計共同体の場合、構成員は単独の事業者又は他のグループの構成員とし

て、このプロポーザルに参加する者でないこと。 

（１５）上述（１）～（１４）のほか、次のいずれかに該当する場合は、参加資格

を有しない。 

ア 役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人

である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務

所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策

法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において

「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

イ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この

号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認めら

れるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした
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と認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供

与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しく

は関与していると認められるとき。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい 

ると認められるとき。 

５ 手続き等 

 （１）実施要領等の配布 

    公募型プロポーザル実施要領、特記仕様書及び各種様式等を、甲府市のホ

ームページにて公表するので、適宜ダウンロードすること。 

 （２）提出方法等 

    参加表明書等の提出方法、提出期限及び提出先については、公募型プロポ

ーザル実施要領を参照すること。 

６ 連絡先 

  甲府市企画部リニア交通室リニアプロジェクト推進課政策係 

  〒４００－８５８５ 山梨県甲府市丸の内一丁目１８番１号 

  電話：０５５－２３７－５１１４ 

  電子メール：ｒｉｎｉａ＠ｃｉｔｙ.ｋｏｆｕ.ｌｇ.ｊｐ 
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                         甲府市告示第３３０号  

 

次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和８年６月１２日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        令和７年度固定資産税・都市計画税第４期督促状 

令和７年度固定資産税 償却資産 第４期督促状 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部税務管理室収納推進課 
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甲府市告示第３３１号  

 

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。）第２条第

２項に規定する特定空家等であると認められる次の建築物、これに付属する工作物

及び立木その他土地に定着する物について、その所有者又は管理者（以下「所有者

等」という。）を確知できないため、同法第２２条第１０項の規定に基づき、次の

とおり公告する。                           

 

  令和８年６月１５日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 建築物の所在等 

   所 在 地 甲府市太田町３６６番１ 

   建築物１ 

    家屋番号 ３６７番の４ 

    種  類 居宅 

構  造 木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建 

    延床面積 ４０．４９平方メートル 

   建築物２ 

    家屋番号 ３６７番の５ 

    種  類 居宅 

構  造 木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建 

    延床面積 ６５．０２平方メートル 

２ 所有者等が行うべき措置の内容 

  当該建築物の除却、敷地内残置物の撤去及び立木の伐採 

３ 措置の期限 

令和８年６月２９日 

所有者等が期限までに２の措置を行わない場合は、市長又はその命じた者若し

くは委任した者（以下「市長等」という。）が、当該措置を行い、措置に要した

費用を所有者等から徴収する。 

４ 動産等の取扱い 

市長等が２の措置を行うときは、建築物の内部及びその敷地に残置されている

動産等を撤去し、処分する。 

動産等について権利等を主張しようとする者は、３の期限までに運び出し、又

はその物を指定して保管し、若しくは引き渡すよう、５の問合せ先へ通知するこ

と。 

５ 問合せ先 

  甲府市まちづくり部まちづくり総室空き家対策課 

  電話  ０５５-２３７－５３５０ 
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甲府市告示第３３２号  

 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７０条第１項の規定に基づく指定居宅

サービス事業者及び甲府市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に

関する要綱第３の規定に基づく介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者として

次の者を指定したので、同法第７８条及び同要綱第１０の規定により公示する。 

                                      

令和８年６月１５日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

                  

１ 介護保険事業所番号   １９７０１０６０９０ 

２ 事業所の名称      かがやきプラス 

３ 事業所の所在地      甲府市向町５２７番地３ 

４ 当該事業所の申請者      甲府市向町５２７番地３ 

株式会社ケアファイブ 

代表取締役 小池 昌臣 

５ サービスの種類      通所介護 

              介護予防・日常生活支援総合事業  

（介護予防通所介護相当サービス） 

６ 指定年月日          令和８年６月１日 
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                          甲府市告示第３３３号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和８年６月１６日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

  

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

甲府市上町字年代７９２番１及び７９２番４から７９２番１９まで 

以上１７筆及び道 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類 道路、広場、ごみ集積所及び下水道  

位 置 及 び 区 域 別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち開発室都市計画課

に備え置いて縦覧に供する。） 

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市蓬沢一丁目２番１号 

   小澤 輝 
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                          甲府市告示第３３４号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和８年６月１８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

  

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

甲府市国母四丁目８４１番１及び８４１番３から８４１番１１まで 

以上１０筆及び道・水 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類 道路、ごみ集積所及び下水道 

位 置 及 び 区 域 別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち開発室都市計画課

に備え置いて縦覧に供する。） 

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市国母八丁目３１番８号 

   有限会社北宝エステート 

代表取締役 寳福 由秀 
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甲府市告示第３３５号  

 

次の者から甲府市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する

要綱（平成２８年福第１号）第７第２項の規定に基づく廃止届を受理したので、同

法第７８条の１１及び同要綱第１０の規定により公示する。 

                                      

令和８年６月２２日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

                  

１ 介護保険事業所番号   １９７１８０１１３７ 

２ 事業所の名称      デイサービス施設ケアガーデン風間 

３ 事業所の所在地      山梨県笛吹市石和町八田１６３番地 

４ 当該事業所の申請者      山梨県笛吹市石和町八田１６３番地 

              株式会社ケアガーデン風間 

              代表取締役 風間 美江 

５ サービスの種類      介護予防・日常生活支援総合事業 

              （介護予防通所介護相当サービス） 

６ 廃止年月日          令和８年５月３１日 
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甲府市告示第３３６号  

 

地方自治法第２１９条第２項の規定により、令和８年６月市議会定例会において

議決を経た補正予算を、別紙のとおり公表する。 

 

令和８年６月２２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 令和８年度甲府市一般会計補正予算（第１号） 

２ 令和８年度甲府市一般会計補正予算（第２号）  

 

 

 

 

     令和８年６月２２日 原案可決 
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                          甲府市告示第３３７号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の

１件の一般競争入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事である。 

 

令和８年６月２３日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （建築）７５号 

工事名 北中学校校舎トイレリニューアル工事 

工事場所 甲府市大和町４番３５号 

工事概要 

１ 工事内容 

北中学校校舎（棟番号３８－１） 

１，２，３，４階トイレリニューアル工事 

・内装改修工事   一式 

・建具工事     一式 

・解体工事     一式 

・電気設備工事   一式 

・衛生器具設備工事 一式 

・給水設備工事   一式 

・排水設備工事   一式 

・換気設備工事   一式 

２ 工期 令和９年１月１５日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
６５，５３８，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
非適用 

５ 週休２日制適用工事 非適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 建築一式 Ａ又はＢ 

３ 同種工事施工実績 

公共施設等の建築工事 

ただし、１件の工事請負額が、 

３，２００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事 
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なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作 

成要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月２３日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年７月３日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月２３日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年７月３日 

正午まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年７月９日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月２３日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年７月１０日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月２３日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年７月１０日 

10 入札日時 
令和８年７月１６日 

午前９時５０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月２２日 

12 開札日時 
令和８年７月２８日 

午前９時５０分 

13 落札者決定日 令和８年７月２９日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
落札者決定日の前日 

まで（落札予定者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 
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入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年７月１４日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年７月１５日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月２４日まで 

２ 回答 令和８年７月２７日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月２７日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 

前金払 請求できる。 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。）。 

部分払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第３３８号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の

１件の一般競争入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事である。 

 

令和８年６月２３日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （建築）７４号 

工事名 富竹中学校校舎トイレリニューアルⅡ期工事 

工事場所 甲府市富竹四丁目５番８号 

工事概要 

１ 工事内容 

富竹中学校校舎（棟番号２）１，２，３階 

トイレリニューアル工事 

・内装改修工事   一式 

・建具工事     一式 

・解体工事     一式 

・電気設備工事   一式 

・衛生器具設備工事 一式 

・給水設備工事   一式 

・排水設備工事   一式 

・換気設備工事   一式 

２ 工期 令和８年１２月２８日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
４３，４９４，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
非適用 

５ 週休２日制適用工事 非適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 建築一式 Ａ又はＢ 
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３ 同種工事施工実績 

公共施設等の建築工事 

た だ し 、 １ 件 の 工 事 請 負 額 が 、 

２，１００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績は 

求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 地域貢献評価型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作 

成要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月２３日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年７月３日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月２３日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年７月３日 

正午まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年７月９日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月２３日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年７月１０日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月２３日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年７月１０日 

10 入札日時 
令和８年７月１６日 

午前１０時００分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月２２日 

12 開札日時 
令和８年７月２８日 

午前１０時００分 

13 落札者決定日 令和８年７月２９日 

提出書類 １ 参加申請時 入札説明書に記載 
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２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
落札者決定日の前日 

まで（落札予定者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年７月１４日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年７月１５日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月２４日まで 

２ 回答 令和８年７月２７日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月２７日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる。 

中間前金払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第３３９号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の

１件の一般競争入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事である。 

 

令和８年６月２３日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （管）６３号 

工事名 里垣小学校受水槽更新工事 

工事場所 甲府市善光寺二丁目７番１号 

工事概要 

１ 工事内容 

・機械設備工事 一式 

（受水槽＋ポンプ室工事、給水設備工事、排水 

 設備工事、消火設備工事、換気設備工事、撤 

 去工事） 

・建築工事   一式 

 （仮設工事、解体工事、フェンス工事、物置工 

  事、外構工事） 

・電気設備工事 一式 

 （幹線動力設備工事、電灯コンセント設備工事、 

  幹線切回し工事） 

２ 工期 令和９年２月２６日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
６３，６９０，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
非適用 

５ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 管 Ａ 

３ 同種工事施工実績 

公共施設等の機械設備工事 

ただし、１件の工事請負額が、 

３，１００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事 
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なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作 

成要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月２３日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年７月３日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月２３日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年７月３日 

正午まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年７月９日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月２３日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年７月１０日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月２３日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年７月１０日 

10 入札日時 
令和８年７月１６日 

午前１０時２０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月２２日 

12 開札日時 
令和８年７月２８日 

午前１０時２０分 

13 落札者決定日 令和８年７月２９日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
落札者決定日の前日 

まで（落札予定者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 
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入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年７月１４日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年７月１５日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月２４日まで 

２ 回答 令和８年７月２７日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月２７日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 

前金払 請求できる。 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。）。 

部分払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第３４０号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の

１件の一般競争入札を執行する。 

 

令和８年６月２３日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （解体）７１号 

工事名 旧上九一色保育所解体工事 

工事場所 甲府市古関町１２３０番地 

工事概要 

１ 工事内容 
・解体建物 ＲＣ造平屋建て ２３１．０㎡ 

・外構撤去 外一式 

２ 工期 令和９年１月２９日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
１７，８０９，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
適用 

５ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

解体  

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評定値（Ｐ）７００点以上 

３ 同種工事施工実績 

公共施設等の解体工事 

ただし、１件の工事請負額が、 

８００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものとし、企業体の施工実績を 

各企業の施工実績として扱う。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 １ 入札説明書等配付開始日 令和８年６月２３日 
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２ 入札説明書等配付締切日 令和８年７月３日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月２３日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年７月３日 

正午まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年７月９日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月２３日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年７月１０日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月２３日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年７月１０日 

10 入札及び開札日時 
令和８年７月１６日 

午前１０時５０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年７月１４日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年７月１５日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる。 

中間前金払 請求できる。 
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問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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甲府市告示第３４１号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定に基づき次の犬又は猫の

引取りを行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１５条第４項の規

定により告示する。 

この犬又は猫の所有者は、令和８年６月２６日までに、引き取る旨の連絡を次の

連絡先にすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬又は猫は

処分する。 

 

  令和８年６月２３日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 拾得場所：甲府市徳行二丁目地内 

２ 犬又は猫の別：猫３頭 

３ 種類：雑種 

４ 性別：オス２頭、メス１頭 

５ 毛の色：茶白、キジ白、三毛 

６ その他の特徴：約１か月齢、首輪なし 

７ 連絡先：甲府市保健衛生部生活衛生室衛生薬務課 

      電話０５５－２３７－２５５０ 
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甲府市告示第３４２号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び第８４条の２の規定に基

づき、次のとおり生活保護法等指定医療機関指定申請書を受理し、指定医療機関と

して指定したので、同法第５５条の３の規定により公示する。 

 

令和８年６月２４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定医療機関指定申請書 

２ 医療機関番号、指定の期間、医療機関の名称、医療機関の所在地、開設者、代

表者、管理者 

                           別紙のとおり 
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甲府市告示第３４３号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条及び第８４条の２の規定に基

づき、次のとおり生活保護法等指定施術機関指定申請書を受理し、指定施術機関と

して指定したので、同法第５５条の３の規定により公示する。 

 

令和８年６月２４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定施術機関指定申請書 

２ 施術機関番号、指定の期間、施術機関の名称、施術機関の所在地、開設者、代

表者、施術者 

                               別紙のとおり 
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甲府市告示第３４４号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定に基づき、次のと

おり生活保護法等指定医療機関廃止届書を受理したので、同法第５５条の３の規定

により公示する。 

 

令和８年６月２４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定医療機関廃止届書 

２ 医療機関番号、医療機関の名称、医療機関の所在地、開設者、代表者、廃止年 

月日 

                              別紙のとおり 
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甲府市告示第３４５号  

 

 次の公印を新調したので、甲府市公印規則第１４条の規定により、これを告示す

る。 

 

  令和８年６月２９日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 新調した公印 

 （１）種別  専用公印 

 （２）名称  市長印 

 （３）ひな形 ２７の５の２ 

 （４）書体  楷書 

 （５）寸法  縦４ｍｍ 

        横１５ｍｍ 

 （６）印材  木 

 （７）用途  個人番号カード（マイナンバーカード）に使用する印  

（８）個数  １０個 

 

 

 

 

 

 

 

２ 公印の登録日 令和８年６月２９日 

 

 

  

新調した印影 
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甲府市告示第３４６号  

 

 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項に規定する指

定障害児通所支援事業者として次の者を指定したので、同法第２１条の５の２５第

１号の規定により公示する。 

 

  令和８年６月２９日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     株式会社ＫＡＣＨＩＫＡＮ 

２ 事業者の所在地  甲府市国玉町９７６番地２ 

３ 事業所名     アプリコ中小河原 

４ 事業所の所在地  甲府市中小河原一丁目１４番１４号 

５ 事業の種類    放課後等デイサービス 

６ 主たる対象者   重症心身障害以外（肢体不自由含む） 

７ 指定事業所番号  １９５０１０４５０３ 

８ 指定年月日    令和８年７月１日 
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甲府市告示第３４７号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する。  

 

  令和８年６月２９日 

 

                 甲府市長  樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市上阿原町字整理地１７８番１、１７８番３から 

１７８番９まで、１７９番２、１７９番４、２１４番４、 

２１５番３及び２１５番４ 

並びに上阿原町字村の内１２０６番１、１２０６番２及び 

１２０６番６から１２０６番１１まで 

   以上２１筆及び道・水 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類 道路、ごみ集積所及び下水道 

位 置 及 び 区 域 別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち開発室都市計画課  

に備え置いて縦覧に供する。）  

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   南巨摩郡富士川町最勝寺１６５０番地１ 

株式会社ハウジング建都 

   代表取締役 保坂 真弘 
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                      甲府市告示第３４８号  

 

令和８年度甲府市国民健康保険料率について、甲府市国民健康保険条例第１４条

第３項（第１３条の２第３項、第１３条の４第２項及び第１３条の４第６項におい

て準用する場合を含む。）、第１４条の５の５第３項（第１３条の２第４項、第１３

条の４第３項及び第１３条の４第７項において準用する場合を含む。）、第１４条の

９第３項（第１３条の２第５項において準用する場合を含む。）及び第１４条の 

１４第３項（第１３条の２第８項、第１３条の４第４項、第１３条の４第８項及び

第１３条の６第２項において準用する場合を含む。）の規定により告示する。 

 

  令和８年６月３０日 

 

                 甲府市長  樋 口 雄 一 

 

・令和８年度甲府市国民健康保険料率   別紙のとおり 
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                          甲府市告示第３４９号  

 

 次の差押に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所、居所が明らかでないた

め、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条及び第２０条の２の規定によ

り公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、

いつでも交付する。 

 

令和８年６月３０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書（謄本）  福発第１６１０号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市福祉部福祉総室健康保険課 
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                          甲府市告示第３５０号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和８年６月３０日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市上町字大土井１６９２番１ 

   以上１筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市住吉三丁目１６番２７号 

   依田 規至 
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甲府市告示第３５１号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定に基づき次の犬又は猫の

引取りを行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１５条第４項の規

定により告示する。 

この犬又は猫の所有者は、令和８年７月３日までに、引き取る旨の連絡を次の連

絡先にすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬又は猫は

処分する。 

 

  令和８年６月３０日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 拾得場所：甲府市荒川一丁目地内 

２ 犬又は猫の別：犬 

３ 種類：トイプードル風 

４ 性別：オス 

５ 毛の色：茶 

６ その他の特徴：成犬、首輪なし、マイクロチップなし 

７ 連絡先：甲府市保健衛生部生活衛生室衛生薬務課 

      電話０５５－２３７－２５５０ 
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甲府市教育委員会告示第１４号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の 

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和８年６月３日 

 

甲府市教育委員会 

教育長 松 田 昌 樹 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号    （業務委託）第４９０号 

（２）業務名称    小学校消火設備・避難器具等点検及び防火対象物点検業務  

（３）履行期間    令和８年６月２９日から令和９年３月３１日まで  

（４）履行場所    仕様書による 

（５）業務内容    仕様書による 

（６）予定価格    公表しない 

（７）最低制限価格  設けない 

２ 入札参加資格 

  甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件

をすべて満たす者 

（１）甲府市内に本店又は本社を有する者であること。  

（２）甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定において、業種が「ポン

プ・防災用品・消火器」で登録されている者であること。  

（３）本委託を遂行するための有資格者（防火対象物点検資格者並びに消防設備点

検資格者又は消防設備士及び電気工事士又は電気主任技術者）を雇用してい

ること。 

（４）事業協同組合とその組合員は、同時に入札に参加することはできない。なお、

事業協同組合が入札に参加する場合は、組合員を所属しているものとして参

加することができる。 

（５）協会とその協会員は、同時に入札に参加することはできない。なお、協会が

入札に参加する場合は、協会員を所属しているものとして参加することがで

きる。 

（６）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。 

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

教育委員会         
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また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（８）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく

指名停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（９）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年

を経過していること。 

（１０）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申

立がなされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、

競争入札参加資格の再認定を受けたものを除く。）でないこと。  

（１１）市税の滞納がない者であること。 

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和８年６月３日（水）～令和８年６月１２日（金）  

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

（２）配付場所 甲府市教育委員会総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎９階 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和８年６月３日（水）～令和８年６月１２日（金）  

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

イ 場所 甲府市教育委員会総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎９階 

電話 ０５５－２２３－７３２０ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和８年６月２９日（月） 午前９時３０分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎９階 会議室９－２ 

       甲府市丸の内一丁目１８番１号  

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／ 

１００に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金

額の１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。 

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽
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の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範

囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付  

   ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に

国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくす

る契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、

契約を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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甲府市教育委員会告示第１５号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の 

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和８年６月３日 

 

甲府市教育委員会 

教育長 松 田 昌 樹 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号    （業務委託）第４９１号 

（２）業務名称    中学校消火設備及び避難器具等点検業務  

（３）履行期間    令和８年６月２９日から令和９年３月３１日まで  

（４）履行場所    仕様書による 

（５）業務内容    仕様書による 

（６）予定価格    公表しない 

（７）最低制限価格  設けない 

２ 入札参加資格 

  甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件

をすべて満たす者 

（１）甲府市内に本店又は本社を有する者であること。  

（２）甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定において、業種が「ポン

プ・防災用品・消火器」で登録されている者であること。  

（３）本委託を遂行するための有資格者（消防設備点検資格者又は消防設備士及び

電気工事士又は電気主任技術者）を雇用していること。  

（４）事業協同組合とその組合員は、同時に入札に参加することはできない。なお、

事業協同組合が入札に参加する場合は、組合員を所属しているものとして参

加することができる。 

（５）協会とその協会員は、同時に入札に参加することはできない。なお、協会が

入札に参加する場合は、協会員を所属しているものとして参加することがで

きる。 

（６）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。 

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（８）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく

指名停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（９）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。
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また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年

を経過していること。 

（１０）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申

立がなされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、

競争入札参加資格の再認定を受けたものを除く。）でないこと。  

（１１）市税の滞納がない者であること。 

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和８年６月３日（水）～令和８年６月１２日（金）  

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

（２）配付場所 甲府市教育委員会総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎９階 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和８年６月３日（水）～令和８年６月１２日（金）  

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

イ 場所 甲府市教育委員会総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎９階 

電話 ０５５－２２３－７３２０ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和８年６月２９日（月） 午前１０時００分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎９階 会議室９－２ 

       甲府市丸の内一丁目１８番１号  

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／ 

１００に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金

額の１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。 

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範
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囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付  

   ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に

国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくす

る契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、

契約を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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甲府市教育委員会告示第１６号  

 

 公募型プロポーザル方式に係る手続き開始の公告について、次のとおり参加申込

書及び企画提案書の提出を招請する。 

 

  令和８年６月２９日 

 

甲府市教育委員会 

教育長 松 田 昌 樹 

 

１ 業務名 

「こうふ開府の日」記念イベント企画運営業務 

２ 業務概要 

甲府誕生の原点である１２月２０日「こうふ開府の日」を契機として、未来の

甲府への夢と希望を共有し、甲府の歴史や文化への理解を深め、ふるさと甲府へ

の誇りと愛着を育むことを目的とする。 

イベント開催にあたっては、小中学生及びその保護者世代を主なターゲットと

して、「こうふ開府の日」を周知するとともに、楽しみながら学べる機会を創出す

る中で、市民みんなでお祝いするイベントとして実施する。 

本事業の実施にあたっては、集客型イベントの企画・運営等、豊富な経験と専

門知識を有する事業者から賑わいを創出できる話題性のある企画やイベント全体

の円滑な運営に関する提案を広く募集し、その中から優れた提案を採用する必要

があることから、「公募型プロポーザル」方式により受託事業者を選考する。 

３ 履行期間 

  契約締結日から令和９年１月２９日（金）まで 

４ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加できる者は、甲府市における物品供給競争入札参加資格

の認定を受けている者で、次の各号に掲げる全ての要件を満たす者とする。 

（１）法人格を有していること。（共同事業体としての参加は認めない。） 

（２）甲府市内に本店、本社又は営業所を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 

（５）この公告の日から契約締結日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指

名停止を受けている日が含まれている者でないこと。 

（６）公告の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を
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経過していること。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者でないこと。 

（８）市税の滞納がない者であること。 

（９）公告の日以前過去５年間に、国又は地方公共団体等が発注した類似業務を履

行した実績を、元請けとして１件以上有していること。 

５ 手続き等 

   甲府市ホームページにて公表する、公募型プロポーザル実施要項等を参照す

ること。 

６ 主催及び事務局 

  主 催 甲府市教育委員会 

  事務局 教育部生涯学習室生涯学習課 

      山梨県甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ＴＥＬ   ０５５－２３７－５３２７ 

ＦＡＸ   ０５５－２３５－５６４８ 

電子メール ｋａｉｆｕ５００＠ｃｉｔｙ.ｋｏｆｕ.ｌｇ.ｊｐ 
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甲府市選挙管理委員会告示第２１号 

 

 地方自治法第７４条第１項及び第７５条第１項並びに市町村合併の特例に関する

法律第４条第１項及び第５条第１項に規定する選挙権を有する者の総数の１／５０

の数並びに地方自治法第７６条第１項、第８０条第１項、第８１条第１項及び第

８６条第１項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律第８条第１項に規定

する選挙権を有する者の総数の１／３の数並びに市町村合併の特例に関する法律第

４条第１１項及び第５条第１５項の規定する選挙権を有する者の総数の１／６の数

は、次のとおりである。 

 

令和８年６月１日 

 

甲府市選挙管理委員会 

委員長 原  栄 治 

 

１ １／５０の数        ３，０２６人 

２ １／３の数        ５０，４３３人 

３ １／６の数        ２５，２１７人 

４ 選挙人名簿登録者数   １５１，２９９人 

選挙管理委員会 
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農業委員会 
 

                       甲府市農業委員会告示第６号 

 

 農業委員会等に関する法律第２７条第１項の規定に基づく甲府市農業委員会６月

定例総会を、甲府市農業委員会総会会議規則第２条の規定により、令和８年６月

２９日午後４時３０分にベルクラシック甲府において開催し、付議すべき事項につ

いて審議することを公告する。 

 

  令和８年６月２２日 

                  

甲府市農業委員会会長 柿 嶋  敦 

 

付議すべき事項 

１ 農地法に基づく申請・届出等について 

２ 農地中間管理事業の推進に関する法律第１８条第１１項の規定による農地中

間管理機構への要請について 

 ３ 相続税の納税猶予に関する適格者証明願について 
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上下水道局 
 

甲府市上下水道局管理規程第５号 

甲府市上下水道局組織及び業務分掌規程及び甲府市上下水道局事案決定規程の

一部を改正する規程を次のように定める。 

令和８年６月２９日 

 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者  

              甲府市上下水道局業務部長 藤森 明 

 

 

甲府市上下水道局職員の勤務時間及び休日、休暇等に関する規程の一部を改

正する規程 

 甲府市上下水道局職員の勤務時間及び休日、休暇等に関する規程（平成７年管理

規程第４号）の一部を次のように改正する。 

 第１４条第１項中「参考人」の次に「、被害者参加人」を加える。 

   附 則 

この規程は、公布の日から施行する。 
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甲府市上下水道局告示第４６号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事である。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）１１００２８号 

工事名 （Ｒ８広中―１）配水管布設替工事 

工事場所 昭和町上河東地内（昭和町立常永小学校の東）外１箇所 

工事概要 

１ 工事内容 

ＤＩＰ．ＧＸ φ３００   Ｌ＝３８２．０ｍ 

ＤＩＰ．ＧＸ φ１５０   Ｌ＝２．５ｍ 

ＤＩＰ．Ｋ φ１５０    Ｌ＝３．０ｍ 

ＤＩＰ．ＧＸ φ１００   Ｌ＝３．５ｍ 

ＨＰＰＥ φ１００     Ｌ＝１４．０ｍ 

ＨＰＰＥ φ７５      Ｌ＝３５．５ｍ 

仕切弁．ＧＸ φ３００    ４基 

仕切弁．ＰＥ φ１００    １基 

仕切弁．ＰＥ φ７５     ４基 

泥吐弁．ＧＸ φ１００    ３基 

水抜栓 φ２５        １基 

消火栓 φ７５        ２基 

空気弁 φ２０        １基 

不断水簡易仕切弁 φ１５０  １基 

割Ｔ字一体型仕切弁 φ１５０ １基 

非常用連絡管室        一基 

臨給工            一式 

２ 工期 令和９年３月１８日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
１２５，６０９，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
適用 
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５ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 給水区域内 

２ 競争入札参加資格 

土木一式  

直近の経営事項審査結果通知書の総  

合評定値（Ｐ）８７０点以上 

特定建設業の許可 

３ 同種工事施工実績 

配水管布設替工事等 

元請として平成２３年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月５日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年６月１６日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年６月１６日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年６月２２日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年６月２３日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年６月２３日 

10 入札日時 
令和８年７月１日 

午前９時１０分 
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11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月６日 

12 開札日時 
令和８年７月１０日 

午前９時１０分 

13 落札者決定日 令和８年７月１３日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
落札者決定日の前日 

まで（落札予定者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年６月２９日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月８日まで 

２ 回答 令和８年７月９日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 

前金払 請求できる。 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。）。 

部分払 請求できる。 
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問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                     甲府市上下水道局告示第４７号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事であり、かつ、甲府市余裕期間制度に係る事務処理要領

の適用を受けるものである。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）１１００２７号 

工事名 （Ｒ８更新－６）配水管布設替工事（余フ） 

工事場所 甲府市川田町地内（国道４１１号 平等橋の東） 

工事概要 

１ 工事内容 

ＤＩＰ．ＧＸ φ２５０   Ｌ＝１３．０ｍ 

ＤＩＰ．ＧＸ φ１５０   Ｌ＝１９４．５ｍ 

ＨＰＰＥ φ５０      Ｌ＝４０．０ｍ 

仕切弁．ＧＸ φ２５０   １基 

仕切弁．ＧＸ φ１５０   １基 

仕切弁．ＰＥ φ５０    １基 

消火栓 φ７５       １基 

空気弁 φ２０       １基 

泥吐弁．ＧＸ φ７５    １基 

水抜栓 φ２５       １基 

２ 工期 令和９年３月１８日まで 

３ 

適用される 

余裕期間制 

度の方式の 

別及び工事 

開始日 

方式：フレックス方式 

 

工事開始日：令和８年７月１４日から令和８年９ 

月１１日までの間で受注者が選択する日 

４ 
予定価格 

（税込み） 
６４，０５３，０００円 

５ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
適用 

６ 週休２日制適用工事 適用 
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入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ 

３ 同種工事施工実績 

配水管布設替工事等 

ただし、１件の工事請負額が、 

３，２００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月５日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年６月１６日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年６月１６日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年６月２２日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年６月２３日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年６月２３日 

10 入札日時 
令和８年７月１日 

午前９時４０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月６日 

12 開札日時 
令和８年７月１０日 

午前９時４０分 
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13 落札者決定日 令和８年７月１３日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
契約時  

（落札者のみ） 
工事開始日設定通知書 

４ 
工事開始日  

（落札者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年６月２９日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月８日まで 

２ 回答 令和８年７月９日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 

前金払 請求できる。 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。）。 

部分払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                     甲府市上下水道局告示第４８号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事であり、かつ、甲府市余裕期間制度に係る事務処理要領

の適用を受けるものである。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）１１００２３号 

工事名 （Ｒ８鉛対４－２）配水管布設替工事（余フ） 

工事場所 甲府市太田町地内（市立遊亀公園附属動物園の南） 

工事概要 

１ 工事内容 

ＨＰＰＥ φ７５   Ｌ＝３７３．０ｍ 

仕切弁．ＰＥ φ７５ Ｎ＝５基 

水抜栓 φ２５    Ｎ＝１基 

２ 工期 令和９年３月１日まで 

３ 

適用される 

余裕期間制 

度の方式の 

別及び工事 

開始日 

方式：フレックス方式 

 

工事開始日：令和８年７月１４日から令和８年９ 

月１１日までの間で受注者が選択する日 

４ 
予定価格 

（税込み） 
３５，７１７，０００円 

５ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

６ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ又はＢ 
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３ 同種工事施工実績 

配水管布設替工事等 

ただし、１件の工事請負額が、 

１，７００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績は 

求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 地域貢献評価型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月５日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年６月１６日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年６月１６日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年６月２２日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年６月２３日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年６月２３日 

10 入札日時 
令和８年７月１日 

午前１０時００分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月６日 

12 開札日時 
令和８年７月１０日 

午前１０時００分 

13 落札者決定日 令和８年７月１３日 
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提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
契約時  

（落札者のみ） 
工事開始日設定通知書 

４ 
工事開始日  

（落札者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年６月２９日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月８日まで 

２ 回答 令和８年７月９日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる。 

中間前金払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第４９号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、甲府市余裕期間制度に係る事務処理要領の適用を受けるもの

である。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （土木）１１００２５号 

工事名 （Ｒ８配昭－１）配水管布設工事（余フ） 

工事場所 昭和町押越地内（昭和町立押原中学校の南） 

工事概要 

１ 工事内容 

ＨＰＰＥ φ１００     Ｌ＝２１０．０ｍ 

仕切弁．ＰＥ φ１００   ２基 

不断水簡易仕切弁 φ１００ １基 

水抜栓 φ２５       ２基 

２ 工期 令和９年１月８日まで 

３ 

適用される 

余裕期間制 

度の方式の 

別及び工事 

開始日 

方式：フレックス方式 

 

工事開始日：令和８年７月２日から令和８年 

８月３１日までの間で受注者が選択する日 

４ 
予定価格 

（税込み） 
１６，７０９，０００円 

５ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

６ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 給水区域内 

２ 競争入札参加資格 

土木一式  

直近の経営事項審査結果通知書の総  

合評定値（Ｐ）６３９点以上８６９ 

点以下 

３ 同種工事施工実績 配水管布設替工事等 
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元請として平成２３年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 令和８年６月５日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和８年６月１６日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年６月１６日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年６月２２日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年６月２３日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年６月２３日 

10 入札及び開札日時 
令和８年７月１日 

午前１０時５０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
契約時  

（落札者のみ） 
工事開始日設定通知書 

４ 
工事開始日  

（落札者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年６月２９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 
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入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる。 

中間前金払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                     甲府市上下水道局告示第５０号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事であり、かつ、甲府市余裕期間制度に係る事務処理要領

の適用を受けるものである。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）１３００１５号 

工事名 下水道改良工事（スＲ７－２１）（余フ） 

工事場所 甲府市太田町地内ほか 

工事概要 

１ 工事内容 

管きょ更生工 １式 

 ・路線延長  

φ２５０  Ｌ＝７３ｍ 

φ３００  Ｌ＝１１９ｍ 

φ３５０  Ｌ＝２０６ｍ 

φ４００  Ｌ＝６４ｍ 

φ５００  Ｌ＝６７ｍ 

 ・管きょ更生工  

φ２５０  Ｌ＝７０ｍ 

φ３００  Ｌ＝１１５ｍ 

φ３５０  Ｌ＝１９９ｍ 

φ４００  Ｌ＝６３ｍ 

φ５００  Ｌ＝６６ｍ 

 ・付帯工    １式 

２ 工期 令和９年３月１８日まで 

３ 

適用される 

余裕期間制 

度の方式の 

別及び工事 

開始日 

方式：フレックス方式 

 

工事開始日：令和８年７月１４日から令和８年８ 

月１２日までの間で受注者が選択する日 

４ 
予定価格 

（税込み） 
１０４，０９３，０００円 
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５ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
適用 

６ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 
土木一式 Ａ 

特定建設業の許可 

３ 同種工事施工実績 

管更生工事において実績がある者又 

は下水道工事で１件の請負金額が 

５，２００万円以上の実績のある者 

ただし、元請として平成２３年４月１ 

日以降に完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月５日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年６月１６日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年６月１６日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年６月２２日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年６月２３日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年６月２３日 
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10 入札日時 
令和８年７月１日 

午前９時２０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月６日 

12 開札日時 
令和８年７月１０日 

午前９時２０分 

13 落札者決定日 令和８年７月１３日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
契約時  

（落札者のみ） 
工事開始日設定通知書 

４ 
工事開始日  

（落札者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年６月２９日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月８日まで 

２ 回答 令和８年７月９日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 

前金払 請求できる。 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。）。 
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部分払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                     甲府市上下水道局告示第５１号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事であり、かつ、甲府市余裕期間制度に係る事務処理要領

の適用を受けるものである。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）１３００１６号 

工事名 下水道改良工事（地震対策Ｒ７－８）（余フ） 

工事場所 甲府市大津町地内ほか 

工事概要 

１ 工事内容 
マンホール管口耐震化対策工  Ｎ＝１８箇所 

付帯工            １式 

２ 工期 令和９年３月１８日まで 

３ 

適用される 

余裕期間制 

度の方式の 

別及び工事 

開始日 

方式：フレックス方式 

 

工事開始日：令和８年７月１４日から令和８年９ 

月１１日までの間で受注者が選択する日 

４ 
予定価格 

（税込み） 
８１，２９０，０００円 

５ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
適用 

６ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ 

３ 同種工事施工実績 

公共施設等の土木工事 

ただし、１件の工事請負額が、 

４，０００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降に 
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完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月５日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年６月１６日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年６月１６日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年６月２２日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年６月２３日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年６月２３日 

10 入札日時 
令和８年７月１日 

午前９時３０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月６日 

12 開札日時 
令和８年７月１０日 

午前９時３０分 

13 落札者決定日 令和８年７月１３日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 
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３ 
契約時  

（落札者のみ） 
工事開始日設定通知書 

４ 
工事開始日  

（落札者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年６月２９日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月８日まで 

２ 回答 令和８年７月９日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 

前金払 請求できる。 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。）。 

部分払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                     甲府市上下水道局告示第５２号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事であり、かつ、甲府市余裕期間制度に係る事務処理要領

の適用を受けるものである。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）１３００１４号 

工事名 下水道改良工事（地震対策Ｒ７－６）（余フ） 

工事場所 甲府市相生三丁目地内ほか 

工事概要 

１ 工事内容 
マンホール耐震化対策工  Ｎ＝８箇所 

付帯工          １式 

２ 工期 令和９年３月１８日まで 

３ 

適用される 

余裕期間制 

度の方式の 

別及び工事 

開始日 

方式：フレックス方式 

 

工事開始日：令和８年７月１４日から令和８年９ 

月１１日までの間で受注者が選択する日 

４ 
予定価格 

（税込み） 
３８，０１６，０００円 

５ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

６ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ又はＢ 
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３ 同種工事施工実績 

公共施設等の土木工事 

ただし、１件の工事請負額が、 

１，９００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績は 

求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 地域貢献評価型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月５日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年６月１６日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年６月１６日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年６月２２日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年６月２３日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年６月２３日 

10 入札日時 
令和８年７月１日 

午前９時５０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月６日 

12 開札日時 
令和８年７月１０日 

午前９時５０分 

13 落札者決定日 令和８年７月１３日 
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提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
契約時  

（落札者のみ） 
工事開始日設定通知書 

４ 
工事開始日  

（落札者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年６月２９日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月８日まで 

２ 回答 令和８年７月９日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる。 

中間前金払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                     甲府市上下水道局告示第５３号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事であり、かつ、甲府市余裕期間制度に係る事務処理要領

の適用を受けるものである。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）１３００１７号 

工事名 下水道改良工事（スＲ７－３１）（余フ） 

工事場所 甲府市丸の内三丁目地内ほか 

工事概要 

１ 工事内容 

ます取付管取替工  Ｎ＝６６箇所 

取付管取替工    Ｎ＝５箇所 

ます取付管撤去工  Ｎ＝４箇所 

２ 工期 令和９年３月１日まで 

３ 

適用される 

余裕期間制 

度の方式の 

別及び工事 

開始日 

方式：フレックス方式 

 

工事開始日：令和８年７月１４日から令和８年９ 

月１１日までの間で受注者が選択する日 

４ 
予定価格 

（税込み） 
３０，６０２，０００円 

５ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

６ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ又はＢ 
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３ 同種工事施工実績 

下水道工事 

ただし、１件の工事請負額が、 

１，５００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績は 

求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 地域貢献評価型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月５日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年６月１６日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年６月１６日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年６月２２日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年６月２３日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年６月２３日 

10 入札日時 
令和８年７月１日 

午前１０時２０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月６日 

12 開札日時 
令和８年７月１０日 

午前１０時２０分 

13 落札者決定日 令和８年７月１３日 
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提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
契約時  

（落札者のみ） 
工事開始日設定通知書 

４ 
工事開始日  

（落札者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年６月２９日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月８日まで 

２ 回答 令和８年７月９日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる。 

中間前金払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                     甲府市上下水道局告示第５４号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事であり、かつ、甲府市余裕期間制度に係る事務処理要領

の適用を受けるものである。 

 

令和８年６月５日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 合併（舗装）１号 

工事名 
①：（路４－３）路面復旧工事（余フ） 

②：下水道改良工事（スＲ７－２７）（余フ） 

工事場所 
甲府市城東一丁目・三丁目地内（甲府市立図書館の北）外１箇 

所 

工事概要 １ 工事内容 

①：路面復旧工事 

〔１号箇所〕 

 施工延長          Ｌ＝５６６ｍ 

 表層工（再生密粒度ＡＳＣ ｔ＝５ｃｍ） 

               Ａ＝２０９０㎡ 

 不陸整正工         Ａ＝２０９０㎡ 

 区画線工          一式 

〔２号箇所〕 

 施工延長          Ｌ＝７７４ｍ 

 表層工（再生密粒度ＡＳＣ ｔ＝５ｃｍ） 

               Ａ＝３１２０㎡ 

 基層工（再生粗粒度ＡＳＣ ｔ＝５ｃｍ） 

               Ａ＝１３８㎡ 

 上層路盤工（瀝青安定処理 ｔ＝１０ｃｍ） 

               Ａ＝１３８㎡ 

 不陸整正工         Ａ＝３１２０㎡ 

 区画線工          一式 

②：下水道改良工事 

 人孔鉄蓋調整取替工（φ６００）  １７箇所 

 ます上部調整取替工（φ５００）  ９箇所 

 ます取付管撤去工         １箇所 

 付帯工              １式 
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２ 工期 令和９年３月１日まで 

３ 

適用される 

余裕期間制 

度の方式の 

別及び工事 

開始日 

方式：フレックス方式 

 

工事開始日：令和８年７月１４日から令和８年９ 

月１１日までの間で受注者が選択する日 

４ 
予定価格 

（税込み） 
５３，７７９，０００円 

５ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
適用 

６ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

舗装 

直近の経営事項審査結果通知書の総合 

評価値（Ｐ）７００点以上 

３ 同種工事施工実績 

道路等の舗装工事又は道路等の舗装工 

事と下水道工事の合併工事 

ただし、１件の工事請負額が、 

２，６００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月５日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年６月１６日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月５日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年６月１６日 

午後３時まで 
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５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年６月２２日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月５日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年６月２３日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年６月２３日 

10 入札日時 
令和８年７月１日 

午前１０時３０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月６日 

12 開札日時 
令和８年７月１０日 

午前１０時３０分 

13 落札者決定日 令和８年７月１３日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
契約時  

（落札者のみ） 
工事開始日設定通知書 

４ 
工事開始日  

（落札者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年６月２６日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年６月２９日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月８日まで 

２ 回答 令和８年７月９日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月９日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 
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契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 

前金払 請求できる。 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。）。 

部分払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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甲府市上下水道局告示第５５号  

 

 甲府市水道事業給水条例（平成９年１２月条例第６７号）第７条にかかわる指定

給水装置工事事業者の指定をしたので、甲府市上下水道局指定給水装置工事事業者

規程（平成１０年２月管理規程第２号）第１０条第１号の規定により告示する。 

 

  令和８年６月１８日 

 

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

 指 定 番 号   第４９７号 

   指定業者名   株式会社双成化建 

   所 在 地   山梨県甲府市国母三丁目１２番３４号 

   代 表 者   渡邉 貴至 
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                      甲府市上下水道局告示第５６号  

 

甲府市上下水道局契約規程 ( 昭和３９年４月管理規程第２号 ) 及び甲府市契約規

則 ( 昭和５０年１２月規則第６６号 ) 第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

 

令和８年６月２２日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号    建設コ－３１００３９号 

（２）業務名称    ( 原委浄－７ ) 平瀬浄水場取水口耐震診断及び導水トン

ネル内調査業務委託 

（３）業務内容    特記仕様書による 

（４）履行期間    特記仕様書による 

（５）履行場所    特記仕様書による 

（６）予定価格    公表しない 

（７）最低制限価格  設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市・甲府市上下水道局における入札参加資格の認定を受けている者で、次

の条件をすべて満たす者 

（１）入札参加資格の認定において業種が「建設コンサルタント－上水道及び工

業用水道部門」で登録されている者であること。 

（２）甲府市内に本店・支店又は営業所を有する者であること。 

（３）仕様書に定める技術者を適正に配置できる者であること。 

（４）同種又は類似業務の実績がある者であること。 

（５）地方自治法施行令 ( 昭和２２年政令第１６号 ) 第１６７条の４の規定に該

当していない者であること。 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号） 

第２条第６号に規定する暴力団員 ( 以下「暴力団員」という。 ) でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 

（７）この公告の日から入札の日までの間に国及び地方公共団体から指名停止措

置を受けている日が含まれている者でないこと。 

（８）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年 

を経過していること。 

（９）会社更生法 ( 平成１４年法律第１５４号 ) に基づく更生手続開始の申立又 

は民事再生法 ( 平成１１年法律第２２５号 ) に基づく民事再生手続開始の申 

立がなされている者 ( 更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、
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競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。 ) でないこと。 

（１０）税の滞納がない者であること。（所轄市区町村の法人住民税の未納がな

い者。） 

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等 

（１）配付期間 令和８年６月２２日（月）～令和８年７月１日（水） 

        （この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

        午前９時～午後５時 

（２）配付場所 甲府市上下水道局業務部業務総室総務課管財契約係 

        甲府市下石田二丁目２３番１号 

        電話 ０５５－２２８－３４３６ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市上下

水道局ホームページ（企業向け情報 入札情報）又は甲府市ホームページ

（事業者向け情報入札・契約／入札情報（その他・公募型））から情報を

入手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所 

  ア 期間 令和８年６月２２日（月）～令和８年７月１日（水） 

       （この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

       午前９時～午後５時 

  イ 場所 甲府市上下水道局業務部業務総室総務課管財契約係 

       甲府市下石田二丁目２３番１号 

       電話 ０５５－２２８－３４３６ 

       ※ 郵送は不可 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日時 令和８年７月２７日（月） 午後２時００分 

（２）場所 甲府市上下水道局本庁舎３階小会議室 

      甲府市下石田二丁目２３番１号 

      ただし、入札場所等については変更する場合がある。 

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／１００ 

 に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１００ 

／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。 

６ 入札の無効 

  この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者が行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。 

７ 落札者の決定方法 
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甲府市上下水道局契約規程及び甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定

められた予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落

札者とする。 

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金：納付（契約金額の１０／１００） 

ただし、甲府市上下水道局契約規程及び甲府市契約規則第３４条第１項第３

号に規定する、過去２年の間に国 ( 公社・公団を含む。 ) 又は地方公共団体と

種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、これらをす

べて誠実に履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認めら

れる場合は免除する。 

（３）契約書作成の要否：要 

なお、契約者に代わって自ら当該業務の完成を保証する資格及び能力を有す

る契約保証人を立てること。 

（４）説明会は行わない。 

その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市上下水道局契約規程

及び甲府市契約規則による。 
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                      甲府市上下水道局告示第５７号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、甲府市余裕期間制度に係る事務処理要領の適用を受けるもの

である。 

 

令和８年６月２３日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 合併（土木）５号 

工事名 
①下水道管布設工事（Ｒ７Ｃ－５）（余フ） 

②（Ｒ８下甲－５）配水管布設替工事（Ｒ７Ｃ－５）（余フ） 

工事場所 甲府市東光寺町地内（市立東中学校の西） 

工事概要 

１ 工事内容 

①下水道管布設工事 

硬質塩化ビニル管布設工（φ２００ｍｍ） 

              Ｌ＝２９．２ｍ 

人孔設置工（小型）     Ｎ＝４箇所 

公設桝設置工        Ｎ＝２箇所 

付帯工           １式 

②配水管布設替工事 

ＨＰＰＥ φ５０      Ｌ＝５．０ｍ 

臨給工           １式 

２ 工期 令和９年１月２９日まで 

３ 

適用される 

余裕期間制 

度の方式の 

別及び工事 

開始日 

方式：フレックス方式 

 

工事開始日：令和８年７月１７日から令和８年 

９月１５日までの間で受注者が選択する日 

４ 
予定価格 

（税込み） 
１３，８３８，０００円 

５ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 

①適用 

②非適用 

６ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 １ 本店所在地 甲府市内 
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格 ２ 競争入札参加資格 土木一式 Ｂ又はＣ 

３ 同種工事施工実績 

下水道工事又は下水道工事と配水管 

布設替工事等の合併工事 

ただし、１件の工事請負額が、 

６００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 令和８年６月２３日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和８年７月３日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月２３日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年７月３日 

正午まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年７月９日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月２３日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年７月１０日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月２３日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年７月１０日 

10 入札及び開札日時 
令和８年７月１６日 

午前１０時４０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
契約時  

（落札者のみ） 
工事開始日設定通知書 

４ 
工事開始日  

（落札者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 
１ 質問 

令和８年７月１４日 

午後５時まで 
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説明 ２ 回答 令和８年７月１５日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる。 

中間前金払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第５８号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、甲府市余裕期間制度に係る事務処理要領の適用を受けるもの

である。 

 

令和８年６月２３日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （土木）１３００２４号 

工事名 下水道改良工事（スＲ７－２８）（余フ） 

工事場所 甲府市朝気三丁目地内ほか 

工事概要 

１ 工事内容 

ます取付管取替工  Ｎ＝５０箇所 

取付管取替工    Ｎ＝２３箇所 

ます取付管撤去工  Ｎ＝1 箇所 

２ 工期 令和９年３月１８日まで 

３ 

適用される 

余裕期間制 

度の方式の 

別及び工事 

開始日 

方式：フレックス方式 

 

工事開始日：令和８年７月１７日から令和８年 

９月１５日までの間で受注者が選択する日 

４ 
予定価格 

（税込み） 
２９，２７１，０００円 

５ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

６ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ又はＢ 

３ 同種工事施工実績 
下水道工事 

ただし、１件の工事請負額が、 
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１，４００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 令和８年６月２３日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和８年７月３日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月２３日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年７月３日 

正午まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年７月９日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月２３日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年７月１０日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月２３日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年７月１０日 

10 入札及び開札日時 
令和８年７月１６日 

午前１０時３０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
契約時  

（落札者のみ） 
工事開始日設定通知書 

４ 
工事開始日  

（落札者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年７月１４日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年７月１５日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 
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入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる。 

中間前金払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                     甲府市上下水道局告示第５９号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事である。 

 

令和８年６月２３日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （電気）１１００３４号 

工事名 （そ－４）平瀬浄水場塩素混和池流入流量計更新工事 

工事場所 甲府市平瀬町４３７－３（平瀬浄水場） 

工事概要 

１ 工事内容 電磁流量計（φ９００ 水中型・分離式） １式 

２ 工期 令和９年３月１８日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
４８，９９４，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
非適用 

５ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 電気 Ａ又はＢ 

３ 同種工事施工実績 

公共施設等の電気設備工事 

ただし、１件の工事請負額が、 

２，４００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績は 

求めません。） 

総合評価に １ 総合評価方式の種類 地域貢献評価型 
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関する事項 ２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月２３日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年７月３日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月２３日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年７月３日 

正午まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年７月９日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月２３日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年７月１０日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月２３日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年７月１０日 

10 入札日時 
令和８年７月１６日 

午前１０時１０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月２２日 

12 開札日時 
令和８年７月２８日 

午前１０時１０分 

13 落札者決定日 令和８年７月２９日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
落札者決定日の前日 

まで（落札予定者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年７月１４日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年７月１５日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月２４日まで 

２ 回答 令和８年７月２７日 
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価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月２７日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 
前金払 請求できる。 

中間前金払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                     甲府市上下水道局告示第６０号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事であり、かつ、甲府市余裕期間制度に係る事務処理要領

の適用を受けるものである。 

 

令和８年６月２３日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）１１００３０号 

工事名 （Ｒ８更新－１）配水管布設替工事（余フ） 

工事場所 
甲府市横根町・酒折二丁目地内 

（国道４１１号 十郎大橋の北西） 

工事概要 

１ 工事内容 

ＤＩＰ．ＧＸ φ２００   Ｌ＝３３６．０ｍ 

ＤＩＰ．ＧＸ φ１５０   Ｌ＝３．０ｍ 

ＤＩＰ．Ｋ φ２００    Ｌ＝４．５ｍ 

ＤＩＰ．Ｋ φ１５０    Ｌ＝４．０ｍ 

ＨＰＰＥ φ７５      Ｌ＝２．０ｍ 

ＨＰＰＥ φ５０      Ｌ＝４４．５ｍ 

仕切弁．ＧＸ φ２００   ４基 

仕切弁．ＰＥ φ５０    １基 

泥吐弁．ＧＸ φ７５    ２基 

泥吐弁．ＰＥ φ７５    １基 

空気弁 φ２０       １基 

消火栓 φ７５       １基 

水抜栓 φ２５       １基 

臨給工           １式 

２ 工期 令和９年４月５日まで 

３ 

適用される 

余裕期間制 

度の方式の 

別及び工事 

開始日 

方式：フレックス方式 

 

工事開始日：令和８年７月３０日から令和８年９ 

月２８日までの間で受注者が選択する日 
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４ 
予定価格 

（税込み） 
１２０，４３９，０００円 

５ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
適用 

６ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 
土木一式 Ａ 

特定建設業の許可 

３ 同種工事施工実績 

配水管布設替工事等 

ただし、１件の工事請負額が、 

６，０００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月２３日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年７月３日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月２３日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年７月３日 

正午まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年７月９日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月２３日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年７月１０日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月２３日 
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９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年７月１０日 

10 入札日時 
令和８年７月１６日 

午前９時００分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月２２日 

12 開札日時 
令和８年７月２８日 

午前９時００分 

13 落札者決定日 令和８年７月２９日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
契約時  

（落札者のみ） 
工事開始日設定通知書 

４ 
工事開始日  

（落札者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年７月１４日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年７月１５日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月２４日まで 

２ 回答 令和８年７月２７日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月２７日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 前金払 請求できる。 
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中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。）。 

部分払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                     甲府市上下水道局告示第６１号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事である。 

 

令和８年６月２３日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）１１００３１号 

工事名 （Ｒ８更新－４）配水管布設替工事 

工事場所 甲府市後屋町地内（市立大国小学校の北西）外１箇所 

工事概要 

１ 工事内容 

ＤＩＰ．ＧＸ φ１５０   Ｌ＝３８３．０ｍ 

ＤＩＰ．Ｋ φ１５０    Ｌ＝１．５ｍ 

ＨＰＰＥ φ１００     Ｌ＝８８．０ｍ 

ＨＰＰＥ φ７５      Ｌ＝１０８．５ｍ 

仕切弁．ＧＸ φ１５０   ９基 

仕切弁．ＰＥ φ１００   ３基 

仕切弁．ＰＥ φ７５    １０基 

不断水簡易仕切弁 φ１５０ １基 

不断水簡易仕切弁 φ１００ １基 

消火栓 φ７５       ２基 

空気弁 φ２０       ２基 

泥吐弁．ＰＥ φ５０    ２基 

水抜栓 φ２５       ６基 

２ 工期 令和９年３月１８日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
１００，４４１，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
適用 

５ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ 
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特定建設業の許可 

３ 同種工事施工実績 

配水管布設替工事等 

ただし、１件の工事請負額が、 

５，０００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月２３日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年７月３日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月２３日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年７月３日 

正午まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年７月９日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月２３日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年７月１０日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月２３日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年７月１０日 

10 入札日時 
令和８年７月１６日 

午前９時２０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月２２日 

12 開札日時 
令和８年７月２８日 

午前９時２０分 

13 落札者決定日 令和８年７月２９日 
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提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
落札者決定日の前日 

まで（落札予定者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年７月１４日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年７月１５日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月２４日まで 

２ 回答 令和８年７月２７日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月２７日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 

前金払 請求できる。 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。）。 

部分払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                     甲府市上下水道局告示第６２号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事である。 

 

令和８年６月２３日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）１１００３２号 

工事名 （Ｒ８更新－１０１）配水管布設替工事 

工事場所 甲府市下曽根町地内（市立笛南中学校の西）外 1 箇所 

工事概要 

１ 工事内容 

ＤＩＰ．ＧＸ φ１５０   Ｌ＝５０５．０ｍ 

ＤＩＰ．Ｋ φ１５０    Ｌ＝３．０ｍ 

ＨＰＰＥ φ１００     Ｌ＝１１．０ｍ 

ＨＰＰＥ φ７５      Ｌ＝３０．０ｍ 

仕切弁．ＧＸ φ１５０   ８基 

仕切弁．ＰＥ φ１００   １基 

仕切弁．ＰＥ φ７５    ３基 

消火栓 φ７５       ３基 

空気弁 φ２０       ２基 

泥吐弁．ＧＸ φ７５    ２基 

水抜栓 φ２５       １基 

２ 工期 令和９年３月１８日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
８６，８８９，０００円 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
適用 

５ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ 

３ 同種工事施工実績 
配水管布設替工事等 

ただし、１件の工事請負額が、 
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４，３００万円以上の実績に限る。 

元請として平成２３年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月２３日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年７月３日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月２３日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年７月３日 

正午まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年７月９日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月２３日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年７月１０日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月２３日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年７月１０日 

10 入札日時 
令和８年７月１６日 

午前９時３０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月２２日 

12 開札日時 
令和８年７月２８日 

午前９時３０分 

13 落札者決定日 令和８年７月２９日 

提出書類 １ 参加申請時 入札説明書に記載 

- 200 -



２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
落札者決定日の前日 

まで（落札予定者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年７月１４日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年７月１５日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月２４日まで 

２ 回答 令和８年７月２７日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月２７日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 

前金払 請求できる。 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。）。 

部分払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                     甲府市上下水道局告示第６３号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事であり、かつ、甲府市余裕期間制度に係る事務処理要領

の適用を受けるものである。 

 

令和８年６月２３日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）１３００２２号 

工事名 下水道改良工事（スＲ７－３５）（余フ） 

工事場所 甲府市朝気一丁目地内ほか 

工事概要 

１ 工事内容 

管きょ更生工 １式 

 ・路線延長  

φ２５０  Ｌ＝１１３ｍ 

φ３００  Ｌ＝４３ｍ 

φ３５０  Ｌ＝１０２ｍ 

φ４００  Ｌ＝９ｍ 

φ４５０  Ｌ＝１１７ｍ 

φ５００  Ｌ＝６０ｍ 

φ７００  Ｌ＝５３ｍ 

 ・管きょ更生工  

φ２５０  Ｌ＝１１０ｍ 

φ３００  Ｌ＝４２ｍ 

φ３５０  Ｌ＝１００ｍ 

φ４００  Ｌ＝８ｍ 

φ４５０  Ｌ＝１１４ｍ 

φ５００  Ｌ＝５８ｍ 

φ７００  Ｌ＝５２ｍ 

 ・付帯工    １式 

２ 工期 令和９年３月１８日まで 

３ 

適用される 

余裕期間制 

度の方式の 

方式：フレックス方式 

 

工事開始日：令和８年７月３０日から令和８年９ 
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別及び工事 

開始日 

月２４日までの間で受注者が選択する日 

４ 
予定価格 

（税込み） 
１２０，３７３，０００円 

５ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
適用 

６ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 
土木一式 Ａ 

特定建設業の許可 

３ 同種工事施工実績 

管更生工事において実績がある者又 

は下水道工事で１件の請負金額が 

６，０００万円以上の実績のある者 

ただし、元請として平成２３年４月１ 

日以降に完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月２３日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年７月３日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月２３日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年７月３日 

正午まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年７月９日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月２３日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年７月１０日 
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８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月２３日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年７月１０日 

10 入札日時 
令和８年７月１６日 

午前９時１０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月２２日 

12 開札日時 
令和８年７月２８日 

午前９時１０分 

13 落札者決定日 令和８年７月２９日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
契約時  

（落札者のみ） 
工事開始日設定通知書 

４ 
工事開始日  

（落札者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年７月１４日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年７月１５日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月２４日まで 

２ 回答 令和８年７月２７日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月２７日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 
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支払条件 

前金払 請求できる。 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。）。 

部分払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                     甲府市上下水道局告示第６４号  

 

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争

入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す

る総合評価落札方式の工事であり、かつ、甲府市余裕期間制度に係る事務処理要領

の適用を受けるものである。 

 

令和８年６月２３日 

 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

甲府市上下水道局業務部長 藤 森  明 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 （土木）１３００２３号 

工事名 下水道改良工事（スＲ７－２２）（余フ） 

工事場所 甲府市丸の内二丁目地内ほか 

工事概要 

１ 工事内容 

管きょ更生工 １式 

 ・路線延長  

φ２５０  Ｌ＝２６ｍ 

φ３００  Ｌ＝２９ｍ 

φ３５０  Ｌ＝８４ｍ 

φ４００  Ｌ＝５６ｍ 

φ４５０  Ｌ＝８７ｍ 

 ・管きょ更生工  

φ２５０  Ｌ＝２５ｍ 

φ３００  Ｌ＝２８ｍ 

φ３５０  Ｌ＝８３ｍ 

φ４００  Ｌ＝５５ｍ 

φ４５０  Ｌ＝８４ｍ 

 ・付帯工    １式 

２ 工期 令和９年２月２２日まで 

３ 

適用される 

余裕期間制 

度の方式の 

別及び工事 

開始日 

方式：フレックス方式 

 

工事開始日：令和８年７月３０日から令和８年９ 

月２８日までの間で受注者が選択する日 

４ 
予定価格 

（税込み） 
５７，９４８，０００円 
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５ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施義務 
適用 

６ 週休２日制適用工事 適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ 

３ 同種工事施工実績 

管更生工事において実績がある者又 

は下水道工事で１件の請負金額が 

２，８００万円以上の実績のある者 

ただし、元請として平成２３年４月１ 

日以降に完成、引き渡し済みの工事 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

５ 近接工事 

令和８年５月２６日告示の土木 

１１００１７号「（Ｒ８鉛対４－１） 

配水管布設替工事」の落札者は、本工 

事の落札者となることはできません。 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和８年６月２３日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和８年７月３日 

３ 申請書受付開始日 令和８年６月２３日 

４ 申請書受付締切日 
令和８年７月３日 

正午まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和８年７月９日 

６ 設計図書配付開始日 令和８年６月２３日 

７ 設計図書配付締切日 令和８年７月１０日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和８年６月２３日 
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９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和８年７月１０日 

10 入札日時 
令和８年７月１６日 

午前９時４０分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和８年７月２２日 

12 開札日時 
令和８年７月２８日 

午前９時４０分 

13 落札者決定日 令和８年７月２９日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 
契約時  

（落札者のみ） 
工事開始日設定通知書 

４ 
工事開始日  

（落札者のみ） 
配置予定技術者の従事状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和８年７月１４日 

午後５時まで 

２ 回答 令和８年７月１５日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和８年７月２４日まで 

２ 回答 令和８年７月２７日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和８年７月２７日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 
適用 

支払条件 前金払 請求できる。 
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中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。）。 

部分払 請求できる。 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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任免辞令 
 

（市長事務部局） 

福祉部    福祉支援室 生活福祉課      主任   向山 雅史 

市立甲府病院 診療部              医長    平岡 正義 

市立甲府病院 看護部              主任   江井 優佳 

市立甲府病院 医療安全管理部          科部長  瀧島 勳 

（各通） 

退職を承認する 

以  上  発 令 日  令和 ８年 ６月３０日 
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